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１ 計画の目的

平成8（1996）年10月、本県の恵まれた環境を保全するため、県、市町村、事業者及び県民

の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

め、「岡山県環境基本条例」を制定しました。

条例の基本理念として、県民が健全で恵み豊かな環境の恩恵を享受する権利を実現すると

ともに、それを将来の世代へ伝えていくという責任を果たすこと、行政だけでなく県民や事業者

など社会のすべての構成員の参加のもと、社会経済活動等による環境への負荷をできる限り

低減し、人と自然が共生する持続的発展が可能な社会を構築すること、地球環境保全を積極

的に推進すること、を掲げています。

本計画は、こうした条例に掲げる基本理念のもと、環境の保全に関する施策を総合的かつ

計画的に推進する目的で策定するものです。

２ 計画の役割

本計画は、次のような役割を担っています。

①環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標・施策の大綱を示します。

②環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。

③県民、事業者、行政など社会のすべての構成員の役割と責任を示します。

④本県の環境行政の指針として、他の行政施策や計画をより良い環境づくりに向け誘導・

調整します。

３ 計画策定の背景

（1） 人口減少社会の到来

我が国は、世界のどこの国もこれまで経験したことのない超高齢社会を迎えるとともに、

人口の継続的な減少が続く人口減少社会に入っています。

本県の人口は平成17（2005）年の約196万人をピークに減少し、平成22（2010）年の時

点で約195万人となっています。

国立社会保障・人口問題研究所によると、平成 52（2040）年には約161 万人になると推

計されており、これは高度経済成長期以前（昭和20年代）と同程度ですが、年齢構成を比

較すると、年少人口（14歳以下）、生産年齢人口（15歳～64歳）の割合が小さく、老年人口

（65歳以上）の割合が大きくなり、年少人口数と老年人口数がほぼ逆転した形となっていま

す。

人口の減少は、日常生活によって消費される資源やエネルギーが少なくなり、排出され

る二酸化炭素(CO2)や廃棄物も減少するなど、環境への負荷低減につながるという見方も

ありますが、一方では社会経済の担い手が減少することで、耕作放棄地の増加による里地

・里山の荒廃を招くなど、むしろ環境悪化の要因になる恐れがあるといわれています。

また、大都市、中核都市を除く多くの市町村では、人口減少や少子・高齢化の進行によ

り、地域コミュニティの活力が失われた地域を抱えて苦慮するケースが増えています。地域

コミュニティは、人々の助け合いの心や地域への愛情を育む基盤であり、身近な環境の保

全や地域の安全・安心の確保に大きな役割を果たしています。
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私たちが、これからも住み慣れた地域の環境を保全し、安全で快適な生活を送るために

は、一人ひとりが環境保全の担い手としての意識を高めるとともに、地域のボランティアや

NPOなどとの協働を進め、地域コミュニティの活力を高めていくことが必要です。

（2） 地球温暖化対策の推進

地球温暖化の進行は、生態系や人類に悪影響を及ぼし、予想される影響の大きさや深

刻さから、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つです。

岡山地方気象台によると、岡山市の年平均気温は、この100年で約１℃上昇しているとさ

れており、例えば桜の開花日が早まる傾向にあるなど、気温の上昇が影響していると思わ

れる変化を、私たちの生活に身近な場面でも感じられます。

地球温暖化の科学的な評価をまとめたIPCCの第５次評価報告書では、世界平均気温

の上昇は人為起源の温室効果ガス増加による可能性が極めて高く、今後数十年にわたり

大幅に温室効果ガスの排出を削減し、今世紀末までに排出をほぼゼロにする必要性を指

摘しています。削減を進めるには国際的な枠組みが重要ですが、平成27（2015）年に開

催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において条約加盟国すべ

てを対象とした「パリ協定」が採択され、気温上昇を産業革命前の2度未満にし、1.5度以内

に向けて努力するなどの目標と、各国の削減目標の作成・報告等の義務化などの内容が

盛り込まれ、平成28（2016）年11月に異例の速さで発効しました。

一方、我が国の温室効果ガスの排出量をみると、平成26（2014） 年度の総排出量（確報

 ※2010 年までは総務省統計局の国勢調査、2015 年以降は国立社会保障･人口問題研究所（社人研）「日本の地 

域別将来推計人口（2013 年 3 月推計）」より作成。社人研の推計は、出生中位（死亡中位）の仮定。また、 

国勢調査に基づいて算出された純移動率が、2015 年から 2020 年までに定率で 0.5 倍に縮小し、その後はその 

値を 2035 年から 2040 年まで一定と仮定 
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値）は13億6,400万トン（CO2換算）で、平成17（2005）年度比で2.4%の減少となっています

が、COP21に向けて国連に提出された約束草案においては、平成42（2030）年度に平成

25（2013）年度比で26.0%削減する目標が示されています。

また、国においては、再生可能エネルギーの利用促進を図るための固定価格買取制度

や、地球温暖化対策のための税の導入、フロン排出抑制法の施行による業務用冷凍空調

機器に係る特定フロン（ＣＦＣ、ＨＣＦＣ）・代替フロン（ＨＦＣ）の管理の適正化（機器の使用

時におけるフロン類の漏えい防止、廃棄時等におけるフロン類の回収・破壊）などの対策

が行われています。

こうした環境変化を踏まえ、太陽光、バイオマス、小水力などの地域分散型新エネルギ

ーの地産拡大を進めるとともに、節電・省エネルギーを一層推進し、資源やエネルギーを

大量消費するライフスタイルから、環境負荷の少ないライフスタイルへ転換することや、森

林整備等の吸収源対策を推進することが必要になっています。

解説

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書（概要）

平成26（2014）年に気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）が発表した第5 次評価

報告書では、温暖化には疑う余地がないこ

と、世界平均気温の上昇のほとんどは人為

起源の温室効果ガスの増加によってもたらさ

れた可能性が非常に高いことを明言し、次

のことが指摘されています。

将来の予測

世界の平均気温は最大で4.8℃上昇し、

世界の海面水位は上昇し続けるだろう。

・ 世界の平均地上気温が、1880～2012年

の期間に0.85℃、平均海面水位は、1901

～2010年の期間に19ｃｍ上昇し、近年その

傾向は加速しており、最悪の場合、21世

紀末には気温が2.6～4.8℃上昇する。

気温上昇を2℃未満に抑えるには

温室効果ガスの排出を今世紀末まで

にほぼゼロに。

・ 工業化以前と比べて温暖化を2℃未

満に抑制する可能性が高い緩和経路

は複数あるが、どの経路においても、

2050年までに2010年度比で温室効果ガス

の排出量を40～70％削減、21世紀末まで

にほぼゼロにすることが要件となる。

・ 温室効果ガス削減（緩和）と気候変動の

影響への適応はともに重要であり、相互補

完的な戦略である。

a) 

b)

 ｃ) 

図 a：世界平均地上気温（陸域＋海上）の 1986～2005 年平均からの偏差 
図 b：世界平均海面水位の 1986～2005 年平均からの変化 
図ｃ：北半球（3 月～４月平均）の積雪面積の変化 
                   資料：IPCC 第５次評価報告書

積
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Topics

地球温暖化に対応するための国際的な枠組み

地球温暖化に対応するための国際的な枠組みとしては、「気候変動に関する国際連合枠組条約」に基づ

き、平成9（1997）年12月に「京都議定書」が採択(平成17（2005）年2月発効)されました。京都議定書は先進国

全体の平成20(2008)年から平成24(2012)年までの温室効果ガス排出量を、基準年(平成2(1990)年)比で少なく

とも5%削減することを目標に、各国ごとの数値目標を定めており、我が国は6%削減を約束しました。

京都議定書第一約束期間以降（平成25(2013)年～）の目標や取組については、いろいろな局面で議論され

てきましたが、平成23（2011）年11 月から12 月に開催されたCOP17 では、新たな法的枠組みの構築に関する

新しいプロセスとして「強化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部会」を立ち上げ、遅くとも

平成27（2015）年中に作業を終えて平成32（2020）年から発効させ、実施に移すとの道筋が合意されました。ま

た、翌年のCOP18では、新たな法的枠組みづくりへの作業計画が決定されました。なお、京都議定書に関し

て、第二約束期間の設定に向けた合意が採択されましたが、主要排出国の参加が見送られたことから、我が

国は参加していません。

平成27(2015)年に開催されたCOP21において、京都議定書に代わる、平成32(2020)年以降の温室効果ガス

排出削減等のための新たな国際的枠組みとして、「パリ協定」が採択されましたが、これは、歴史上はじめて、

すべての国が参加する公平な合意となりました。パリ協定では世界共通の長期目標として平均気温の上昇を2

℃より十分下方に抑えること（2℃目標）が設定され、更に1.5℃までに抑えるよう努力することとされ、主要排出

国を含む全ての国が削減目標を作成、提出、維持し、その目標を達成するため国内措置を遂行することが規

定されました。

Topics

モントリオール議定書による特定フロン及び代替フロンの規制スケジュールと日本の削減目標

モントリオール議定書（オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書）は、ウィーン条約（オゾン層

の保護のためのウィーン条約）に基づき、オゾン層を破壊するおそれのある物質を指定し、これらの物質の製

造、消費および貿易を規制することを目的とし、昭和62(1987)年にカナダで採択され、平成元(1989)年に発効

しました。

毎年、議定書の締約国会議が開かれ、平成2(1990)年（ロンドン改正）、平成4(1992)年（コペンハーゲン改

正）、平成9(1997)年（モントリオール改正）、平成11(1999)年（北京改正）、平成28(2016)年(キガリ改正）と段階

的に規制強化が図られています。

モントリオール議定書では、オゾン層破壊物質である特定フロン（CFC､HCFC）について削減スケジュール

が決められていますが、生産量と消費量（生産量＋輸入量－輸出量）を規制するもので、使用については規制

されていません。

CFCについては、先進国では平成8(1996)年から全廃、途上国では平成22(2010)年から全廃となっており、

日本では、削減が順調に進み、平成7(1995)年末に全廃が達成されました。

HCFCについては、先進国では平成32(2020)年に全廃、途上国では平成42(2030)年に全廃となっており、

日本では、平成32(2020)年に全廃する目標としています。

また、特定フロンの代替品で、オゾン層を破壊しないとして普及してきた代替フロン（HFC）は、地球温暖化を

もたらすことが判明したため、平成28(2016)年10月にルワンダで開かれた締約国会合で、日本を含む先進国が

平成23(2011)～平成25(2013)年の平均数量を基準として平成48(2036)年までに85％の削減を目指すこととさ

れました。



- 6 -

第
１
章

基
本
的
事
項

Topics

地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE（＝賢い選択）」

「COOL CHOICE」は、平成42(2030）年度の温室効果ガスの排出量を平成25(2013)年度比で26％削減する

という目標達成のために、日本が世界に誇る省エネ・低炭素型の製品・サービス・行動など、温暖化対策に資

するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動です。

例えば、エコカーを買う、エコ住宅を建てる、エコ家電にするという「選択」、高効率な照明に替える、公共交

通機関を利用するという「選択」、クールビズをはじめ、低炭素なアクションを実践するというライフスタイルの「選

択」。

国民が一丸となって温暖化防止に資する選択を行うため、政府・産業界・労働界・自治体・NPO等が連携し

て広く呼びかけており、この運動の推進に向け、国では「COOL CHOICE」への個人・団体賛同者を募集して

います。

（3） 循環型社会の構築

昭和45（1970）年に廃棄物の適正処理等について規定する「廃棄物処理法」（廃棄物

の処理及び清掃に関する法律）、平成3（1991）年に製品の省資源化・長寿命化等につい

て規定する「資源有効利用促進法」（資源の有効な利用の促進に関する法律）がそれぞ

れ制定されるとともに、平成12（2000）年には、循環型社会の形成に関する施策を総合的

かつ計画的に推進することにより、現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に

寄与することを目的とする「循環型社会基本法」（循環型社会形成推進基本法）が制定さ

れ、また、個別品目についても、容器包装、家電、小型家電、建設、食品、自動車の６つ

のリサイクル関連法が制定されました。こうした法整備により、資源となり得る容器を細かく

分別したり、リサイクル料を支払って家電品を引き渡すことが私たちの生活の中に次第と

溶け込み、リサイクル率の向上や最終処分量の減少などにおいて一定の効果がみられま

した。一方で、食品廃棄物などにみられるように、まだまだ多くの資源がごみとして排出さ

れている状況や、ポイ捨てされたごみが街や海を汚している状況も残っています。

循環型社会を形成していくためには、資源の有効利用や廃棄物の再生利用を推進する

ための取組や技術開発を進めるとともに、県民一人ひとりが「もったいない」意識を持ち、

3R(発生抑制：リデュース、再使用：リユース、再生利用：リサイクル)を実践するライフスタイ

ルへ転換しなければなりません。

（4） 環境教育・環境学習の充実

地球温暖化や廃棄物、森林の破壊、砂漠化など、今日の環境問題は人類の生存基盤

にかかわる最も重要な問題となっています。その解決には、環境への負荷を低減するた

めの法整備や新エネ・省エネ技術の開発などとともに、一人ひとりが、日常生活や地域に

おける環境保全活動に自主的・主体的に取り組んでいくことが重要です。

そのためには、一人ひとりへの意識付けのための機会を積極的に提供するとともに、地

域に存在する資源を活用しながら環境保全活動を行うボランティアやNPO、さらには、企

業などを育成し、それらをつなぐネットワークをつくり、交流・連携を進めていくことが必要
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です。

環境教育・環境学習は、そうした活動を促す有効な手段と考えられており、我が国では

環境保全に対する国民の意識・意欲を高め、持続可能な社会を構築することを目的とし

て、平成15（2003）年に「環境保全活動・環境教育推進法」（現「環境教育等促進法」）が

制定されました。

本県でも、環境NPOなど多様な主体による協働の場として設置した「環境学習協働推

進広場（通称：かんきょうひろば）」を中心に、学校や公民館での出前講座を実施するな

ど、環境学習の取組を積極的に進めています。

また、国際的には第57回国連総会で採択された「持続可能な開発のための教育（ESD）

の10年」（平成17（2005）年～平成26（2014）年）の後継プログラムとして「グローバル・アク

ション・プログラム」が平成25（2013）年の第37回ユネスコ総会で採択された後、平成26

（2014）年の第69回国連総会で承認され、各国政府、国際機関、NPO、企業等が連携を図

りながら、持続可能な開発を加速するため、教育・学習の全ての段階・分野で行動を起こし

強化することとされました。

持続可能な社会を構築するためには、子どもから大人まですべての世代が、身近な生

活環境から地球環境に至るまで、様々な環境問題を自らの実感として理解し、解決する能

力を身に付け、環境保全活動などを通じて実践できるよう、体系的な環境教育・環境学習

を推進していくことが必要です。

Topics

持続可能な開発のための教育(ESD、Education for Sustainable Development)

「持続可能な開発」とは、現代及び将来世代の人びとが安心して暮らすことのできる社会を構築するため、世

代間・地域間の公平、男女間の平等、社会的寛容、貧困撲滅、環境保全等を重視した「開発」のあり方をいい

ます。そしてその実現のため、一人ひとりが社会づくりの担い手として必要な力や考え方を育むこと、それが「持

続可能な開発のための教育（ESD）」です。

国連は、平成17（2005）年から平成26（2014）年までの10年間を「国連持続可能な開発のための教育の10

年」と決め、これを受け、日本では平成18（2006）年３月に「わが国における『国連持続可能な開発のための教

育の10年』実施計画」を策定しました。この実施計画の中では、重点的取組事項として、普及啓発、教育機関

における取組、地域における実践等が掲げられています。

ESDに関する地域の拠点（RCE)として、国連大学は世界で146地域（平成28（2016）年現在）を認定してお

り、本県では、岡山市域がその一つ（RCE岡山）として認定されています。RCE岡山は、平成17（2005）年に世

界の６地域とともに初めて認定された地域で、RCEの創設メンバーとして早い段階からESDに取り組んいます。

特に岡山市京山地区は、環境省が全国14地域で展開した「国連ESDの10年促進事業」の一つに採択されまし

た。その他にも県内の大学や市民団体等が様々なESD活動に取り組んでいます。

また、「国連持続可能な開発のための教育の10年」の最終年となる平成26（2014）年には、我が国で「持続

発展教育（ESD）に関するユネスコ世界会議」が開催され、岡山市において、ユネスコスクール世界大会や持

続可能な開発のための教育に関する拠点の会議など各種ステークホルダーの主たる会合が開催されました。

さらに、「国連持続可能な開発のための教育の10年」の後継プログラムとして「グローバル・アクション・プログ

ラム」が平成25（2013）年の第37回ユネスコ総会で採択された後、平成26（2014）年の第69回国連総会で承認

され、持続可能な開発を加速するために、教育・学習の全ての段階・分野で行動を起こし強化することとされま

した。優先行動分野を「政策的支援」、「機関包括型アプローチ」、「教育者」、「ユース」、「ローカルコミュニテ

ィ」の5つとして、平成27（2015）年以降、この「グローバル・アクション・プログラム」に基づいてESDの取組が推進

されます。
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（5） 生物多様性を育む豊かな自然の継承

地球上では様々な個性を持つ生きものが共生し影響し合って、長い年月をかけて豊か

な自然を形成してきました。そして、私たちはこの豊かな自然から、暮らしの基礎となる食

料、水などを恵みとして享受するだけでなく、その恵みから生まれた地域色豊かな文化、伝

統を通じて、心の豊かさも育んできました。こうした豊かな自然は、一度失われると元には

戻せませんが、近年、熱帯雨林などの生態系の破壊は世界各地で進み、多くの動植物が

危機的状況となっています。

こうした中、平成4（1992）年に「生物多様性に関する条約」が採択され、平成20（2008）年

には我が国の生物多様性施策を進めるうえでの基本的な考え方を示した「生物多様性基

本法」が制定されました。そして、平成22（2010）年に名古屋市で開催されたCOP10では、

生物多様性に関する世界目標となる愛知目標が採択され、これを受けて、平成24(2012)年

に政府の生物多様性に関する基本的な計画である「生物多様性国家戦略2012-2020」が

策定されました。

本県においても豊かな生物多様性が形成されていますが、例えば従来の生態系に影響

を及ぼすおそれのあるヌートリアやアライグマ等の特定外来生物の存在が確認されるなど、

様々な要因により生物多様性が脅かされる状況にあります。私たち県民は、一人ひとりが

命のつながりの大切さを認識し、生物多様性の保全と持続可能な利用について各地域の

特性にあった取組を実践することにより、この豊かな自然環境を次世代に確実に引き継い

でいく必要があります。

（6） 安全・安心な生活環境の確保

我が国では、昭和40（1965）年代の急速な工業化の進展等に伴い、各地で深刻な公害

が発生し、本県でも倉敷市水島地域などにおいて、多くの健康被害をもたらすなど社会問

題となりましたが、法令の整備や企業との公害防止協定の締結などにより公害問題は大き

く改善しました。

一方、都市化の進展や生活様式の変化により、全国的に自動車交通公害、生活排水等

による水質汚濁など都市・生活型公害と呼ばれる環境問題が発生するとともに、本県でも、

依然として光化学オキシダントや微小粒子状物質(PM2.5)は、多くの地点で環境基準が達

成されておらず、児島湖の水質は、生活排水対策の進展等により、改善傾向が見られるも

のの環境基準は達成されていません。また、瀬戸内海では、良好な水質を保全することに

加え、干潟や藻場の保全・再生などを通じて、豊かな海へ再生していくことが求められてい

ます。さらに、近年では、継続的に摂取することにより健康への影響が懸念されている有害

大気汚染物質、水環境中の内分泌かく乱化学物質などの問題が指摘されています。このう

ち、ダイオキシン類や土壌・地下水汚染については、環境基準の設定、各個別法等による

規制等、汚染防止のための対応が図られてきていますが、アスベストやＰＣＢなどのように、

十分な科学的知見がなかった過去において広く使用されていた物質が、今後、私たちの

生活に負の遺産として思わぬ影響を与える可能性があります。

こうした問題に対しては、国や専門機関等との連携を強化し、環境の状況把握、問題の

調査・原因究明、対策の立案・推進による課題解決など十分な対応を講じて行く必要があ

ります。

また、東京電力福島第一原子力発電所事故を契機に、環境中の放射性物質への関心

が高まっています。
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（7） 事業活動における環境配慮

近年、企業では、CSR（企業の社会的責任）を企業戦略の一環として事業の中核にとら

えるようになってきています。特に、環境問題が深刻化している今日、企業の環境への対

応は、ステークホルダーの関心も高く、売上や株価、資金調達、雇用等の企業活動にも影

響することから、競争力強化の手段として積極的に取り組み、ISO14001やエコアクション21

などの環境マネジメントシステムの認証取得や、従来からの環境報告書を発展させ、事業

活動の社会的な側面についてまとめたCSRレポートを発行する企業が増加しています。

これらの取組により、環境への負荷低減が図られ、企業イメージの向上につながるととも

に、燃料費等におけるコスト削減といったメリットももたらされます。

今後、持続可能な社会の構築に向けて、CSRなどを通じた事業活動における環境配慮

をより一層浸透させるとともに、企業のこうした取組を社会が正当に評価し、促進していくこ

とが求められています。

本県でも、環境配慮型の事業活動への事業者の関心は拡がっており、県では、そうした

事業者のニーズも踏まえ、環境マネジメントシステムの認証取得に対する支援等に取り組

んでいます。

４ 計画期間

計画期間は、平成20（2008）年度から平成32（2020）年度までとし、長期的な視野に立って

第2章に掲げる本計画の目指すべき姿の実現を図ります。

５ 計画の構成

第1章では、本計画策定の背景や計画期間等の基本的事項を示します。

第2章では、本計画において実現を目指す姿を提示するとともに、目指すべき姿と具体的な

将来の社会や地域のイメージを明らかにします。

第3章では、第2章に掲げる姿の実現のため取り組む目標ごとに、現状と課題を踏まえた主

要施策を示します。

第4章では、第3章に掲げた主要施策のうち、特に重点的に実施すべき施策・事業等につい

て、具体的な事業の内容と、努力目標としての指標を示します。

第5章では、計画全体を円滑かつ効果的に推進するための取組や推進体制等を示します。
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１ 計画により目指すべき将来

本計画では、県民、環境NPO、事業者、行政などが共通の認識を持ち、社会す

べての構成員の参加と協働により環境保全への不断の取組が継続され、さらに、環

境を核とした地域の活性化や地域産業の実現がなされている社会、即ち

「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」

を目指すべき姿とし、その実現に向け、

「地域から取り組む地球環境の保全」

「循環型社会の形成」

「安全な生活環境の確保」

「自然と共生した社会の形成」

の４つを基本目標として掲げ、総合的かつ戦略的に施策を実施していきます。

また、これらの基本目標を効果的・効率的に推進していく上で、県民が環境や協

働に対する意識を持ち行動すること、さらには、環境と経済が調和し好循環すること

が大きな推進力となることから、

「参加と協働による快適な環境の保全」

「環境と経済が好循環する仕組みづくり」

の２つを推進目標として掲げ、基本目標を横断する施策を実施することとします。
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２ 目指す将来のイメージ

（１）環境の側面ごとにみた社会のイメージ

本計画で目指す「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」は、環境の側面ごと

にみると次のような社会としてとらえることができます。

① 地域から地球環境の保全に取り組む社会

すべての県民や事業者が地球温暖化をはじめとする地球環境問題の重要

性を共有し、家庭や事業所等において、省エネルギー型機器の導入や節電、

公共交通機関の利用等の省エネルギー行動が定着し、資源やエネルギーを

浪費しないライフスタイルや事業活動が定着しています。

さらに、NPOや企業など様々な主体による、太陽光・小水力・バイオマスな

どの新エネルギーの地産拡大が進んだ結果、地域分散型のエネルギー供給

が拡大し、温室効果ガス排出量も大きく削減されています。

これらの結果、新エネルギーを活用した豊かな生活と活発な経済活動が展

開されています。

② 資源が効率的に活用される社会

経済成長を最優先した大量生産・大量消費型社会から脱却し、県民・事業

者等による、ごみを減らす、再使用する、再生利用するといった自主的な3Rの

取組が社会に定着するとともに、バイオマスなどの未利用資源の有効活用や

エコ製品の普及が進み、循環型社会が形成されています。

こうした結果、一般廃棄物、産業廃棄物ともに排出量の大幅な減少とリサイ

クル率の向上により最終処分量が減少し、廃棄物処理による環境への負荷が

大きく低減されるとともに、廃棄物の不法投棄や不適正処理などがなくなって

います。

③ 安全な生活環境が保全されている社会

公害防止のための技術導入、測定監視及び公共下水道等の整備が一層

進み、大気環境や河川・湖沼等の水環境は、県民の健康に不安を与えない、

良好な状態に保たれています。また、ダイオキシン類等の有害化学物質やア

スベスト、環境放射線、騒音、振動、悪臭など生活の平穏や快適性を損なう要

因は、適切に抑制、監視されています。

あわせて、良好な環境を次世代へ継承していくための意識が醸成され、体

制も整い、安全で平穏な生活環境が確保されています。

④ 自然と共生した社会

県民一人ひとりが自然保護や生物多様性の重要性を認識し、県内の優れ

た自然環境が保全され、地域の特性に応じたよりきめ細かい生態系への配慮

によって多種多様な野生生物が生息・生育しています。

森林が持つ多面的機能が県民に豊かな暮らしを提供し、将来にわたる県民
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共有の財産として、森林の適正な整備や保全が図られています。

また、多くの県民が身近な自然とのふれあいやニューツーリズムなどを通じ

て、安らぎや潤いを実感しています。

（２）地域ごとにみた社会のイメージ

本県は、中国山地から瀬戸内海まで変化に富んだ多様・多彩な地域により構成

されています。その自然条件や社会環境、人口構成等は大きく異なっており、目指

す「より良い環境に恵まれた持続可能な社会」のあり様も、それぞれの地域におい

て異なります。

地域ごとにみた達成すべき具体的なイメージは次のとおりです。

① 中国山地エリア

自然公園をはじめとして優れた景観や自然環境が保全され、温泉、キャン

プ、スキーなど、四季折々の自然とのふれあいや、自然を楽しむための県民の

憩いの場として親しまれています。整備された豊かな森林は、三大河川の水源

やCO2の吸収源、バイオマスの供給源として重要な役割を果たし、また、こうし

た森林の重要性が広く知られ、県民共有の財産として、下流域のボランティア

や環境NPO等の参加による森林づくりや管理が行われています。

従来からの自然と調和した特色ある農林業とともに、地域の未利用バイオマ

スを活用した環境ビジネスや自然と親しむエコツアーなど、新たな産業が地域

経済を支える大きな柱に育っています。

② 吉備高原里山エリア

長い年月にわたる人と自然とのかかわりにより形成されてきた棚田や集落の

景観が、ふるさと岡山の原風景として多くの県民から愛されています。多様な生

物を育み、ふるさとのシンボルとなっている里地・里山等は、地域の人々の身近

な生活環境の一部としてだけでなく、都市に住む人々が自然とふれあう場とし

て、また環境学習の場として活用されています。

こうした里地・里山は、環境への負荷が少ない環境保全型農業の積極的な

取組等により、生物多様性保全を含む多面的機能が維持、保全されていま

す。また、里地・里山など生活と密着した自然環境の管理や水路の維持管理

等、一般家庭を巻き込んだリサイクル活動等が、歴史的な伝統行事と同様に、

地域を豊かにするための活動として、地域コミュニティによって積極的に担われ

ています。

③ 市街地・田園エリア

都市部は、公園や街路樹などの緑化や水辺づくりとともに、効率的な空間利

用が進んだコンパクトで環境負荷が小さく、魅力とにぎわいが感じられる景観が

形成されています。また、エコドライブ意識や公共交通機関の利便性の向上等

による自動車の適切な利用や、オフィスにおける省エネ意識の定着や省エネ・

新エネ機器の積極的な導入により、CO２の排出量が低下するとともに大気環境
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やヒートアイランド現象が改善しています。

郊外の住宅地域や田園地域においても、省エネ性能の高い住宅や省エネ

型家電製品等の普及とともに、積極的な3Rやグリーン購入の実践により、資源

・エネルギーの消費やごみの排出が減少しています。また、地域ぐるみで落書

きやごみのポイ捨て防止に取り組み、まちの美観や清潔、安全・安心の向上に

結びついています。

事業者や工場等は、CSR活動として環境保全面での社会貢献に積極的に

取り組み、自らの事業に関しても環境に対する配慮を経営における重要な課

題として認識し、環境マネジメントシステムに基づきCO2や汚染物質、廃棄物の

排出削減、循環資源の利用促進や環境効率性の向上など、環境への負荷の

低減に積極的に努める一方、環境技術の研究開発や新たな環境ビジネスへの

積極的な参入が行われています。

④ 瀬戸内海エリア

下水道の整備等により、生活排水等を原因とする汚濁物質が減少し、瀬戸

内海や児島湖の水質が改善しています。また、日本を代表する国立公園であ

る瀬戸内海や児島湖の景観や良好な水辺環境を守るため、地域住民やボラン

ティア、環境NPOによる清掃活動や環境学習等が行われています。

瀬戸内海の魅力ある海辺づくりが進むとともに、藻場・干潟の再生など海域

環境の修復により、魚介類などの生息環境が改善しています。この結果、水産

資源が回復基調となるだけでなく、多くの人々がマリンスポーツや海水浴、海釣

り、環境学習等で海に親しむ場が増加しています。

水質が改善した児島湖は、市街地に近い貴重な水辺として、また、野生動植

物のオアシスとして、地域住民の憩いの場となるとともに、住民等によるアダプト

活動などが盛んに行われています。
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１ 基本目標

(1) 地域から取り組む地球環境の保全

○現状と課題

【地球温暖化対策】

本県では、平成14(2002)年3月に岡山県地球温暖化防止行動計画を策定し、省エネルギ

ーの促進による排出抑制対策や吸収源対策を進めてきましたが、平成26（2014）年度の温

室効果ガス排出量（速報値）は、基準年比10.0％増の5,294万トンとなっています。さらなる

温室効果ガス排出量削減に向け、排出量の約６割を占める産業部門では原単位当たりの

排出削減を一層進めるとともに、排出量の伸びが著しい民生部門では省エネルギー型ライ

フスタイルへの転換を、運輸部門では環境性能に優れた自動車の導入等を進めていく必要

があります。同時に国のエネルギー政策の見直しを踏まえ、本県に適した地域分散型の新

エネルギー導入を拡大することも大切です｡

このように広範な対策が必要

となっている状況を踏まえ、県

では平成23(2011)年に新たな

行動計画を策定し、「低炭素も

のづくりモデル県の構築」、「緑

の経済成長推進県への挑

戦」、「エネルギー地産推進県

の追求」のほか、「県民総参加

体制の構築」を目指すべき方

向性として位置付け、県民、事

業者、行政など各主体が一丸

となって、様々な温暖化対策に

取り組んできました。

平成28（2016）年5月に国の地球温暖化対策計画が策定されたことから、平成29（2017）

年3月に県の行動計画を改定し、さらに取組を進めていくこととしています。

【酸性雨対策】

酸性雨の原因物質である硫黄酸化物(SOx)や窒素酸化物(NOx)は、国内での発生だけ

でなく国境を越えての飛来も懸念されています。

本県では、年平均でpH4.4～5.7の状態が継続しており、酸性度の著しい変化はみられま

せんが、今後も引き続き監視を行う必要があります。
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○代表的な指標

計画策定時 現 況 目 標
項 目 平成18年度 平成27年度 平成32年度

(2006年度) (2015年度) (2020年度)

製造品出荷額当たりの
エネルギー消費量 77.4 83.7 83.2

（GJ/百万円） (H16(2004)) (H25(2013))

CO2換算 4,703 4,210 4,185
(kg-CO2/百万円) (H16(2004)) (H25(2013))

業務その他部門の床面
積当たりのエネルギー 962 883 847
消費量（MJ/㎡） (H16(2004)) (H25(2013))

CO2換算 134.4 135.7 130.1
（kg-CO2/㎡） (H16(2004)) (H25(2013))

1世帯当たりのエネルギ 41.9 37.1 35.6
ー消費量（GJ/世帯） (H16(2004)) (H25(2013))

CO2換算 5,287 5,198 4,990
（㎏-CO2/世帯） (H16(2004)) (H25(2013))

自動車1台当たりのエネ 35.9 40.5 39.4
ルギー消費量（GJ/台） (H16(2004)) (H25(2013))

CO2換算 2,420 2,769 2,692
(kg-CO2/台) (H16(2004)) (H25(2013))

※算出に用いる国の統計データが見直されたため、計画策定時の数値と現況や目標の数値とは算出方法が異なる。

○主要施策

【地球温暖化対策】

《新エネルギーの導入促進》

■太陽光発電の導入促進

晴れの国の特長を生かし、大規模太陽光発電設備の設置や、住宅における発電

設備の導入促進など様々な取組を通じて、本県における太陽光発電量の増大を図り

ます。

■小水力発電の導入促進

県内の河川や農業用水、さらには排水など多様な水資源を活用して地域で使用す

る電力を生み出すため、小水力発電の導入を促進します。

■バイオマスエネルギーの利用拡大

実用化や利用拡大に向けた取組が進められている木質ペレット、バイオガスなどの



- 18 -

第
３
章

主
要
施
策

バイオマスを利用した燃料は、カーボンニュートラルな燃料としてCO2の排出抑制につ

ながることから、利用の拡大を図り、エネルギーの地産拡大を目指します。

■新エネルギーの普及啓発等

「水素」など新たな可能性が期待される分野を含め、新エネルギー関係情報の提供

やセミナーの開催等の普及啓発活動を実施することにより、地域への新エネルギー導

入に対する理解や意欲、新エネルギーを活用する気運の拡大を図ります。

また、市民共同発電所の取組のほか、新エネルギー産業クラスターの形成や地域

で進めるエネルギー自給等の取組支援などにより、新エネルギーを活用した取組の

拡大を図ります。

《省エネルギーの推進》

■建築物等の省エネルギー化の促進

工場・ビル等の新築・増改築時の省エネ化や壁面緑化などを促進するとともに、県

有施設においても県自らが率先し節電・省エネルギーに取り組みます。

■産業・事業活動における省エネルギーと温室効果ガス排出抑制の推進

事業者による温室効果ガスの自主的・計画的な排出抑制を促進するため、温室効

果ガス排出量算定・報告・公表制度の適切な運用等を図るとともに、競争力強化と省

エネルギー推進の観点から、総合特区制度を活用してコンビナートの高効率・省資源

化を促します。

■省エネルギー型ライフスタイル・ビジネススタイルの定着促進

県民・事業者が地球温暖化防止のための自主的な取組の目標を定め、実践するア

ースキーパーメンバーシップ会員の拡大や、クールビズ・ウォームビズ県民運動を中

心とする「COOL CHOICE（クールチョイス）」の普及、エコドライブの推進などにより、

環境負荷の少ない省エネ重視のライフスタイル・ビジネススタイルへの転換と定着を図

ります。

■省エネルギー住宅・省エネルギー型機器等の普及拡大

家庭における省エネを促進するため、省エネ性能などを評価し表示する住宅性能

表示制度などの認知度の向上を図るとともに、省エネ型機器の導入や消費電力の「見

える化」を推進します。

■地産地消の推進

地産地消は、生産地と消費地が近くなることによりフードマイレージ(移動重量×移

動距離)を減らし、輸送経費や交通機関の燃料をはじめとするエネルギーなどの節減

につながることから、地産地消運動等の実施により、生産者と消費者の相互理解を深

め、県産農水産物の安定供給と消費拡大を図ります。

■低公害車の導入促進

低公害車の普及を促進していくため、県公用車の低公害車への代替を進めるととも

に、優遇措置等について県民・事業者への周知を図り、導入を促進します。また、特

に環境性能の高い電気自動車等（EV・PHV・FCV）については蓄電機能など新たな可

能性にも着目しながら産学官で協働して普及促進に取り組みます。

■公共交通機関等の利用促進

地域に適した生活交通の導入や公共交通機関の利便性の向上などを進めることに

より、環境負荷の小さい鉄道、バス等の公共交通機関や自転車の利用を促進します。
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■交通円滑化の推進

道路交通による環境への負荷の低減を図るため、環状道路、バイパス等の整備、

交通状況等に対応してより細かな信号制御が可能となる高性能化した信号機に更新

するなどの新交通管理システムの整備等により、交通の円滑化を図ります。

《フロン類対策》

■フロン類対策の推進

我が国では、オゾン層破壊物質である特定フロンについては平成7（1995）年に生

産が全廃されていますが、特定フロンに代え使用されている代替フロンは地球温暖化

を促進するため、大気への排出を抑える必要があります。このため、フロン排出抑制法

に基づき、業務用冷凍空調機器に係る使用時における漏えいの防止のための適切な

管理や、適正な充塡と確実な回収・破壊等が行われるよう、事業者等に対する普及啓

発や指導等を行います。

《吸収源対策》

■森林の保全

水源の涵養、県土の保全、地球温暖化の防止などの森林の持つ公益的機能を持
か ん

続的に発揮させるため、間伐や下刈りなどによる森林の適正な整備や針広混交林の

育成等により多様で健全な森林を育成します。

また、木を使うことが森林を育てる原動力となり、その森林の成長過程において二酸

化炭素が吸収されることから、県産木材の幅広い利用を促進します。

■都市の緑化推進

都市の緑化はヒートアイランド対策としても有望視されていることから、事業所の敷

地内や建物の屋上・壁面等の緑化を一層促進します。

【酸性雨対策】

■硫黄酸化物・窒素酸化物の排出抑制

酸性雨の原因物質を削減するため、今後も、企業等に対して硫黄酸化物や窒素酸

化物の一層の排出抑制を働きかけるとともに、継続して酸性雨の状況を監視します。
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(2) 循環型社会の形成

○現状と課題

【3Rの推進】

本県では、平成13（2001）年に全国に先駆けて岡山県循環型社会形成推進条例を制定

し、これに基づく各種施策を総合的・計画的に推進しています。岡山県廃棄物処理計画に

より廃棄物・循環資源に関する基本方向を定めるとともに、県民、事業者、処理業者、地方

公共団体等の役割を明らかにし、3Rの推進による循環型社会の形成のため、各種施策を

実施しています。

さらに、産業廃棄物については、税という経済的負担を賦課することによる発生抑制等の

効果を期待し、平成15（2003）年から岡山県産業廃棄物処理税条例を施行し、その税収を

産業廃棄物の3Rの推進や不法投棄防止等の各種施策に充当しています。

また、容器包装リサイクル法改正による新制度導入（平成19（2007）年4月施行）を契機と

して、レジ袋の削減に対する社会的関心が向上したことも相まって、マイバッグを持参し、レ

ジ袋を受け取らないようにする運動に全県的に取り組んでいます。

これからは、社会の仕組みを、廃棄物などの発生抑制、資源の循環的利用の促進等によ

り天然資源の消費を抑制し、環境負荷を可能な限り低減する循環型社会に転換していくこ

とが必要です。

【グリーン購入等の推進】

県では、岡山県循環型社会形成推進条例に基づき、県内で生産されるリサイクル製品等

を「岡山県エコ製品」として認定・公表するとともに、グリーン調達やゼロエミッションに積極的

な県内事業所を「岡山エコ事業所」として認定・公表し、県内におけるグリーン購入等の一

層の普及拡大に取り組んでいます。また、環境に配慮した製品やサービスの調達方針を定

めた岡山県グリーン調達ガイドラインに基づき、再生品等の率先購入に努めています。

【廃棄物の適正処理の推進】

本県の平成26（2014）年度における一般廃棄物の排出量は約71万トン、最終処分量は約

3万7千トン、産業廃棄物の排出量は約553万トン、最終処分量は約32万トンで、排出量、最

終処分量は長期的に減少傾向にありますが、最終処分場の一定量以上の残余容量を確保

していく必要があることから、さらなる、排出抑制等を促進する必要があります。

一方、依然として悪質な産業廃棄物等の不法投棄や野焼きなどの不適正処理が見受け

られるとともに、私たちの日常生活から出たごみが海ごみとなって漂流、堆積し、環境や景

観の悪化原因となる状況や、マイクロプラスチックという新たな問題も生じています。

また、事業者処理責任のもとに、産業廃棄物は県境を越えて広域的な処理が行われてい

るほか、近年、全国的に大規模地震等の災害発生により、平常時の廃棄物処理体制では

処理できない規模の災害廃棄物が生じる事例がみられます。

廃棄物の適正処理の確保は、環境への負担軽減、処理の公平性の担保、社会正義の実

現のためにも重要であり、引き続き監視、指導の強化や、情報提供体制の充実、さらには災

害廃棄物への備えなどに取り組んでいく必要があります。
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○代表的な指標

計画策定時 現 況 目 標
項 目 平成18年度 平成27年度 平成32年度

(2006年度) (2015年度) (2020年度)

一般廃棄物の排出抑制
90 95.3 96

・資源化率 ※ （％） (H17(2005)) (H26(2014))

産業廃棄物の排出抑制
93 95.4 96

・資源化率（％） (H17(2005)) (H26(2014))

埋立処分量(t/年)
※排出抑制・資源化率＝ 1－ ×100

平成17(2005)年度の排出量(t/年)

この指標は本県独自のもので、分母を平成17(2005)年度の排出量に固定することにより、簡易な計算式で廃棄物
の排出量と埋立処分量の動向を同時に把握しようとするものである。

○主要施策

【3Rの推進】

《循環型社会に向けた意識の改革》

■循環型社会に向けたライフスタイルの変革

買物袋(マイバッグ)の持参、食品ロスの削減、使い捨て製品の使用自粛など、消費

者によるリデュースの取組を促進するため、暮らしのあらゆる場面において、ものの本

来の値打ちを無駄にすることなく生かしていく「もったいない」の考え方に基づくライフ

スタイルへの変革を目指し、「岡山県ごみゼロ社会プロジェクト推進会議」や民間団体

等と連携しながら、「おかやま・もったいない運動」を展開していきます。

■循環資源情報の提供

循環資源に関する総合的な地域情報を一括管理するため、岡山県環境保全事業

団を「循環資源総合情報支援センター」に指定し、インターネットを活用して県民や民

間団体等に必要な各種情報の受発信を行います。

《一般廃棄物の3R》

■一般廃棄物の3Rの推進

市町村には、その区域内の一般廃棄物の排出抑制、適正な循環的利用、適正な

処分が求められており、ごみ処理の有料化などの経済的手法の導入、容器包装廃棄

物の分別収集の徹底、家電品についての回収体制構築など、市町村の処理に関す

る3Rの推進に向けて必要な助言等を行うとともに、県民や関係事業者に対して各種リ

サイクル制度の周知を図ります。

《産業廃棄物の3R》

■産業廃棄物の発生抑制

事業者において、製造工程の技術開発やリサイクルの研究開発等を通じて、使い

捨て製品の製造販売や過剰包装の自粛、製品の長寿命化、軽量化、薄型化、廃棄

物の発生量を減らす流通・販売方法の導入など、製品の開発・製造・流通の各段階で

3Rに向けた活発な取組が行われるよう支援します。
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■循環資源の利活用推進

循環資源(汚泥、鉱さい、ばいじん・燃え殻、廃プラスチック類、ガラスくず等)を活用

したリサイクルビジネスでは、技術シーズや素材が地域を越えて提供されることがある

ことから、産学官連携により広域的なネットワークを形成して循環資源の利活用を推進

していきます。

また、各種リサイクル関連法の関係事業者への周知・徹底を図るとともに、引き続き

公共工事における建設廃棄物の再資源化に努め、制度に則ったリサイクルを確実に

推進します。

《岡山エコタウンの推進》

■岡山エコタウンプランの推進

岡山エコタウンプランに掲げるハード、ソフト事業の一層の展開を図ります。また、本

県の各地域の産業特性を生かした地域づくり、循環資源の有機的連携による活用、

各種リサイクル関連法の拠点施設の整備促進のほか、本プランのハード事業により支

援した施設を積極的に環境学習のフィールドとして活用することなどにより、先進的な

環境と経済が調和したまちづくりを推進します。

【グリーン購入等の推進】

■グリーン購入等の推進

環境に配慮した製品やサービスの調達方針を定めた岡山県グリーン調達ガイドライ

ンに基づき、再生品等の積極的な調達に取り組みます。

あわせて、県内で生産されているリサイクル製品等を「岡山県エコ製品」として認定・

公表するとともに、グリーン調達やゼロエミッションに積極的な県内事業所を「岡山エコ

事業所」として認定・公表し、こうした制度の積極的なPRにより、県内におけるグリーン

購入等の一層の普及拡大に努めます。

【廃棄物の適正処理の推進】

■産業廃棄物の適正処理の推進

産業廃棄物排出事業者における排出抑制の取組を促進するため、廃棄物処理法

に基づく指導・助言をきめ細かく行うとともに、排出事業者処理責任の徹底を図りま

す。また、処理業者に対しては、講習会の開催や立入検査等により、適正処理を徹底

します。

■一般廃棄物の適正処理の推進

市町村における廃棄物処理施設の計画的な整備が必要であり、施設整備を進めて

いる市町村に必要な助言等の技術的援助を行います。

■不法投棄の根絶

排出業者及び処理業者に対して、適正処理の意識高揚と処理技術の向上を指導

します。また、違反者に対して厳正に対処することで廃棄物処理の公平性を担保し、

社会正義を実現していきます。

また、海ごみの多くが、日常生活から出たごみや心ないポイ捨て等により流れ込ん

でいる状況を踏まえ、県下全域で発生抑制の啓発を進めるとともに、ボランティア等に

よる地域の環境美化活動を促進します。
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■広域的な移動に対する対応

産業廃棄物は、県域を越えて広域処理が行われていますが、特殊な処理技術を

要する産業廃棄物も多く、他県との調整を図りながら的確な対応に努めます。また、

県外から県内に搬入される産業廃棄物の実態の把握、搬入の抑制、適正処理の確

保等に努めます。

■災害廃棄物に対する備え

大規模地震等の災害に伴い発生する廃棄物が適正かつ円滑・迅速に処理されるよ

う、市町村災害廃棄物処理計画の策定を支援するほか、平常時から、市町村、関係

事業者団体、他の都道府県との協力・支援体制の整備や、廃棄物処理施設等に関す

る情報の整理、職員に対する教育・訓練等に努めます。
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(3) 安全な生活環境の確保

○現状と課題

【大気環境の保全】

硫黄酸化物の排出量は、工場・事業場に対する規制の強化等により以前に比べて大きく

減少し、近年では昭和40（1965）年代のピーク時と比較して約10％となっており、二酸化硫

黄の濃度は近年ほぼ横ばいで推移、二酸化窒素の濃度は減少傾向にあり、いずれも、す

べての測定局で環境基準を達成しています。一方、光化学オキシダントの濃度は、すべて

の測定局で環境基準を達成していません。また、浮遊粒子状物質の濃度は、黄砂の影響か

ら環境基準が達成されないことがありますが、概ね環境基準を達成しています。微小粒子状

物質（PM2.5）の濃度は、多くの測定局で環境基準を達成していません。

きれいな空気を保つためには、工場等の固定発生源からの排出量を抑制するとともに、

自動車排ガス等の移動発生源対策を、県民、事業者、行政の協働で一層推進することが重

要です。

【水環境の保全】

河川のBODは平成27（2015）年度には、31水域のうち29水域で環境基準を達成していま

す。児島湖の水質については、依然としてCODが環境基準を上回っていますが、ハード・ソ

フト両面の総合的な対策の効果が現れ、近年緩やかな改善傾向がみられます。

瀬戸内海の水質は、平成27（2015）年度にはCODが10水域のうち3水域で、全窒素は8水

域すべてで、全りんは8水域中7水域で環境基準を達成しています。

公共用水域のさらなる水質改善には、工場・事業場排水の徹底した管理、公共下水道等

の普及促進による生活排水の適正処理が必須ですが、市街地・農地からの流出水対策や

自然の浄化能力を活用した河川、用・排水路の整備も必要です。一方で、瀬戸内海での漁

獲量の減少や一部の海域で養殖ノリの色落ちが発生しており、豊かな瀬戸内海を育むため

の取組が求められています。

【騒音・振動の防止】

騒音・振動については、騒音規制法や振動規制法に基づき、それぞれ規制地域として23

市町が指定されていますが、今後順次指定を拡大する必要があります。

騒音の環境基準類型あてはめは20市町で行われており、特に道路に面する地域で、す

べての時間帯で環境基準が達成されている割合は96％程度でありますが、道路構造の改

善、交通システム、沿道の土地利用対策などの総合的な対策が一層必要です。

【土壌・地下水汚染対策】

トリクロロエチレン等の有害物質による地下水汚染が昭和57（1982）年から全国各地で顕

在化したことから、地下水に係る環境基準が設定され、水質汚濁防止法において常時監視

が義務付けられるとともに、平成23（2011）年の法改正で、事業者に対して有害物質貯蔵指

定施設等の届出、構造基準等の遵守及び定期点検の義務が課されたところです。

県の平成27（2015）年度の地下水の概況調査では、31地点のうち3地点で基準超過がみ

られたことから、周辺調査を実施し原因解明に努めるとともに、浄化対策等の進捗を継続的

に監視しています。

土壌汚染についても、土壌汚染対策法の改正により有害物質使用特定施設の廃止時に

おける土壌調査に加え、一定規模以上の土地の形質変更時における届出が義務付けられ
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るなど規制が強化されており、県内では、同法に基づく土壌汚染が存在する区域として平成

27（2015）年度末現在で23件が指定されています。また、県では、岡山県環境への負荷の

低減に関する条例により有害物質取扱事業者への土壌・地下水汚染の発見時における報

告の義務付けなどにより、汚染の拡大防止を図っています。

【有害化学物質対策】

ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法の制定により、排出量が大

幅に削減され、環境調査結果でもすべての地点で環境基準を達成しています。

有害大気汚染物質については、過去に一部地域でベンゼンが環境基準を超過していま

したが、環境負荷低減条例により事業者に対し、測定や削減計画の作成などの規制を設け

たことに加え、事業者自らが排出量の削減に取り組んだ結果、現在では、環境基準を達成

している状況です。一方、ヒ素及びその化合物については、一部地域において継続的に指

針値を超過していることから、県では環境調査に加えて詳細調査を実施するとともに、発生

源と考えられる事業者に対して更なる発生抑制対策を講じるよう指導を行っています。

環境中で残留性の高い化学物質については、国において有害性の研究が行われている

段階ですが、本県でも環境濃度の経年的な把握に努めており、現在のところ全国の調査結

果と比べ同等以下で特異的な状況でないことを確認しています。

また、PRTR制度（化学物質排出移動量届出制度）により、事業者による自主的な化学物

質の管理の改善を進めることや届出データの集計結果を活用し、事業者自らが化学物質の

効果的な排出抑制を図っています。

【環境放射線の監視】

苫田郡鏡野町にある国立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術セン

ターでは、施設・設備の解体を安全かつ効率的に進めるための解体技術の研究開発を主と

して行っていますが、事業所周辺等の環境が適切に保たれるよう、環境放射線等の監視測

定を行っています。

【環境コミュニケーションの推進】

環境問題の未然防止や解決などのためには、事業者と地域住民が、環境負荷やその低

減に関する情報を共有し、対話を行うことによりお互いの理解を深めていく「環境コミュニケ

ーション」を推進することが重要となってきています。
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○代表的な指標

計画策定時 現 況 目 標
項 目 平成18年度 平成27年度 平成32年度

(2006年度) (2015年度) (2020年度)

児島湖の水質(COD)
8.0 7.2 6.8（mg/L）

自動車保有台数に占め
－

32.0
46る低公害車の割合（％） （H26(2014)）

○主要施策

【大気環境の保全】

■環境に配慮した自動車運転等の推進

エコドライブ運動等を県民運動として展開するとともに、「ノーマイカーデー」の設定

等により自動車の利用を抑制し、自動車に起因する大気汚染の防止を図ります。ま

た、ディーゼル自動車の排ガス対策として、環境負荷低減条例に基づき、指定地域内

の特定事業者を指導します。

■低公害車の導入促進《再掲》

低公害車の普及を促進していくため、県公用車の低公害車への代替を進めるととも

に、優遇措置等について県民・事業者への周知を図り、導入を促進します。また、特

に環境性能の高い電気自動車等（EV・PHV・FCV）については蓄電機能など新たな可

能性にも着目しながら産学官で協働して普及促進に取り組みます。

■公共交通機関等の利用促進《再掲》

地域に適した生活交通の導入や公共交通機関の利便性の向上などを進めることに

より、環境負荷の小さい鉄道、バス等の公共交通機関や自転車の利用を促進します。

■交通円滑化の推進《再掲》

道路交通による環境への負荷の低減を図るため、環状道路、バイパス等の整備、

交通状況等に対応してより細かな信号制御が可能となる高性能化した信号機に更新

するなどの新交通管理システムの整備等により、交通の円滑化を図ります。

■大気汚染防止対策の実施

ばい煙発生施設等の設置状況を確認するとともに、排ガス処理施設の適正な維持

管理の指導を行います。特に、光化学オキシダントについては、濃度が高くなりやす

い夏期を中心とした時期を大気汚染防止夏期対策期間とし、光化学オキシダント汚染

の未然防止に重点を置いた総合的な対策を実施します。また、微小粒子状物質

（PM2.5）について、常時監視網の整備を進め、正確な情報の提供に努めるとともに、

高濃度時には注意喚起を行います。また、発生源対策の検討を行うため成分分析等

の調査研究や関係情報の収集に努めます。

■悪臭被害の防止

悪臭による生活環境への被害を防止するため、悪臭防止法に基づく規制地域を拡
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大します。なお、特定悪臭物質の濃度規制では捕捉できない複合臭や未規制の悪臭

物質が原因で特定悪臭物質濃度規制のみでは対応が難しい場合には、臭気指数規

制による規制地域の導入に努めます。

【水環境の保全】

■生活排水対策

クリーンライフ100構想等に基づき下水道、集落排水施設及び合併処理浄化槽の

整備を促進するとともに、家庭でできる生活排水対策などの普及啓発に取り組み、河

川、湖沼、海域等の公共用水域の保全を図ります。

■河川等の保全対策の推進

河川等（ダム湖を含む。）については、生活排水対策、工場・事業場対策等を引き

続き推進するとともに、河川等の自然浄化機能の維持向上や森林の保全に努めま

す。あわせて、広く県民等に対する清流保全意識の高揚を図るとともに、河川等の保

全活動の促進を図ります。

■湖沼水質保全対策の推進

児島湖については、児島湖に係る湖沼水質保全計画に掲げる生活排水対策や流

出水対策、浄化用水の導入等により水質改善を図るとともに、アダプト推進事業や清

掃活動、児島湖協働研究・環境学習など、県民との協働による事業の着実な推進によ

り、水質目標値の達成に努めます。また、児島湖及び周辺一帯を自然豊かで県民が

憩い楽しむ場とするよう努めます。

■瀬戸内海の保全と再生

瀬戸内海特有の優れた自然景観及び文化的景観を保全するとともに、自然海岸の

保全、藻場・干潟の再生など、沿岸域の環境の保全、再生及び創出に取り組むことに

加え、地域の実情に応じた水質管理について検討するなど豊かな瀬戸内海の実現に

努めます。

また、埋立の協議に当たっては、「瀬戸内海の埋立は厳に抑制すべき」との考えを

基本として対応します。

■森林の保全《再掲》

水源の涵養、県土の保全、地球温暖化の防止などの森林の持つ公益的機能を持
か ん

続的に発揮させるため、間伐や下刈りなどによる森林の適正な整備や針広混交林の

育成等により多様で健全な森林を育成します。

また、木を使うことが森林を育てる原動力となることから、県産木材の幅広い利用を

促進します。

【騒音・振動の防止】

■道路交通騒音・振動、航空機騒音、新幹線鉄道騒音・振動対策

道路交通騒音・振動については、関係町村と連携して測定を行うとともに、結果を

関係機関に通知し、必要に応じて防止対策を推進します。

また、航空機騒音及び新幹線騒音・振動については、関係市と連携して測定を行う

とともに、結果を関係機関に通知し、必要な防止対策を促します。
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■騒音・振動の規制

町村の意見をもとに規制地域を順次拡大します。また、市町村合併により生じた同

一自治体内の格差については、規制地域の見直しを進めます。

【土壌・地下水汚染対策】

■土壌・地下水汚染の防止

トリクロロエチレンや硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素など、地下水に係る環境基準項

目などについて計画的に監視測定を実施します。

また、有害物質貯蔵指定施設などの構造基準等の遵守及び定期点検の実施の指

導のため、工場・事業場への立入検査等を行い土壌・地下水汚染の未然防止を図り

ます。

なお、土壌・地下水汚染を把握した事例にあっては、汚染の除去等の必要な措置

の指導及び周辺井戸調査等の監視を継続します。

【有害化学物質対策】

■有害化学物質による環境汚染の防止

有害化学物質の環境への排出を抑制し、環境汚染の未然防止を図るため、大気・

水・土壌など環境中への排出量や汚染状況等を把握するとともに、PRTR法に基づく

届出に係る集計データなども活用し、身近で分かりやすい情報として提供します。

また、発生源の監視を充実させるとともに、適正使用及び自主管理の徹底のほか、

排出抑制対策の実施についても指導します。

■アスベスト対策の推進

関係団体や関係機関で構成する「アスベスト対策協議会」により協力・連絡体制の

充実・強化を図り、アスベスト対策を総合的に推進します。また、建築物の解体現場等

における濃度測定及び情報提供などを行い、アスベストによる健康影響に対する不安

の解消に努めます。

【環境放射線の監視】

■環境放射線の監視

人形峠環境技術センター周辺の環境を保全・監視するため、事業所や探鉱・採鉱

活動跡である中津河捨石堆積場周辺等の環境放射線等の監視測定を継続して実施

し、その結果を情報提供するとともに、放射線に関する知識の普及に努めます。

また、県内の環境放射線量を監視するため、５箇所に設置したモニタリングポストに

より測定している結果についても情報提供を行います。

【環境コミュニケーションの推進】

■環境コミュニケーションの推進

事業者と地域住民が、環境負荷やその低減に関する情報を共有し対話を行うこと

により、お互いの理解を深め、環境問題の未然防止や解決などに結び付けていく環

境コミュニケーションが重視されていることから、ホームページ等により広く情報提供を

行うとともに、事業者向けのセミナーを開催し、環境コミュニケーションの推進を図ります。
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(4) 自然と共生した社会の形成

○現状と課題

【豊かな自然環境の保護】

本県の豊かな自然環境は、多くの野生動植物を育むとともに、様々な公益的機能を有し

ており、人々に安らぎと潤いを提供しています。こうした豊かな自然環境は、県民共通の財

産であり、エコロジカルネットワークの考え方も踏まえながら、より良い形で次代に引き継い

でいくことが重要です。

【野生生物の保護】

近年、様々な人間活動が、かけがえのない自然環境に大きな負荷を与え、深刻な影響

をもたらし、多くの野生生物の種が絶滅の危機に瀕しています。一方で、イノシシやニホン

ジカなど一部の野生鳥獣が増加し、農林水産業に大きな被害を与えるとともに、オオクチ

バスやヌートリア等の外来生物による生態系や農林水産業等への悪影響が懸念されていま

す。

多様な生物によって構成される生態系は、県民に様々な恵みをもたらすとともに、すべて

の生物の生存基盤となっています。生物多様性を将来にわたって確保するとともに、人と自

然との共生関係を構築することが求められています。

【自然とのふれあいの推進】

自然と直接ふれあい、心の安らぎや感動を得ることは、自然に関する理解と関心を深め、

環境を大切にする心を育む上でも重要な意義を有しています。特に、次代を担う子どもたち

に自然とふれあう機会を提供することは重要であり、身近な自然とのふれあいに対する県民

ニーズは年々高まってきています。このため、自然とのふれあいの場の整備と管理を十分行

い、その機会を増やしていく必要があります。

【水とみどりに恵まれた環境の保全とみどりの創出】

県内には、吉井川、旭川、高梁川の一級河川をはじめ、多様な水辺環境が存在し、多く

の生物が生息するとともに、県民に安らぎと潤いを提供しています。生態系、親水、景観等

に配慮した水辺環境の保全と創造を進めるとともに、県民が利用しやすい親水空間を確保

していく必要があります。

本県の約８割は、森林、農用地、原野等のみどりで構成されています。みどりは、県民に

安らぎと潤いを提供するほか、気候緩和や街並みなどの快適な景観の形成など多様な機能

を有しています。特に、森林は、水源の涵養、土砂災害の防止、地球温暖化の防止、生物
か ん

多様性の保全など多くの重要な働きを持っています。

しかしながら、木材価格の低迷や林業従事者の減少などによる手入れ不足に伴う森林の

公益的機能の低下や、農業従事者の減少、高齢化などによる耕作放棄地の増加なども懸

念されています。

このため、森林の公益的機能を将来にわたり持続的に発揮させるため、森林を適正に管

理していくとともに、都市緑地、里地・里山など、身近なみどりの保全と創出を一層進めてい

く必要があります。

【自然との共生おかやま戦略の推進】

本県は中国山地から瀬戸内海に至る様々な自然環境を有し、長い歴史の中で、人が自

然に適度に働きかけることにより、それぞれの地域に特有の自然が形成されました。
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私たちは、自然から様々な恵みを受けるとともに、郷土色豊かな文化を育んできました

が、近年、開発など人間活動による土地利用の変化や里地・里山の荒廃などにより、生物多

様性を育む豊かな自然が脅かされています。

地域特有の自然環境を生かしながら利用することによって、県民共通の財産である生物

多様性を確保し、その恵みを将来にわたって享受できるよう、豊かな自然を引き継いでいく

必要があります。

○代表的な指標

計画策定時 現 況 目 標
項 目 平成18年度 平成27年度 平成32年度

(2006年度) (2015年度) (2020年度)

希少野生動植物(条例
指定等)の保護に取り組 4 11 12
む地域数（地域）

自然公園利用者数
1,234 1,216 1,450

（万人） (H17(2005))

○主要施策

【豊かな自然環境の保護】

■自然公園等の保護

国立、国定、県立の自然公園や、県自然環境保全地域、郷土記念物などの保護・

管理に努めるとともに、その他の貴重な自然の保護に努めます。

また、自然公園の安全で快適な利用を促進するため、自然公園施設等の整備や適

正な維持管理、利用指導などに努めます。

■自然との調和に配慮した事業活動

ふるさとの優れた自然を後世に伝えていくため、県民、事業者、各種団体の自発的

で多様な取組を促進するため、自然環境保全意識の高揚に努めるとともに、開発に

当たっては、無秩序な開発の防止に努め、自然への悪影響の回避、軽減、緩和を図

ります。

【野生生物の保護】

■希少野生動植物の保護

県内の希少野生動植物の分布、生息・生育環境などに関する各種調査や情報の

収集を行うとともに、岡山県版レッドデータブックの活用等により、野生生物の保護に

配慮した開発行為への適切な指導を行います。

また、捕獲等の規制の対象となる指定希少野生動植物の指定やその生息・生育環

境の保全等に向けた取組を、県民と協働で推進します。
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■野生鳥獣の保護・管理

野生鳥獣の保護を図るため、鳥獣保護区等の指定及びその見直しを行います。

ツキノワグマについては、県民の安全・安心の確保を第一に、レッドデータブックに

記載された地域個体群の安定的維持を図ることとします。一方、農林業等に被害を与

えているイノシシ、ニホンジカについては、猟期の延長等の規制緩和や鳥獣保護管理

法に基づく指定管理鳥獣捕獲等事業などの新たな制度の活用等により捕獲を強力に

推進します。あわせて、鳥獣保護管理の担い手となる狩猟者の確保に努めます。

また、傷病鳥獣の保護のため、既設の鳥獣保護センターの機能と体制の充実に努

めます。

■移入種等の対策

外来生物の生息実態の把握に努め、生態系への影響や農林水産業等への被害

防止のための防除及び適正な管理を行うとともに、県民等に対し安易な移植・移入の

防止及び外来生物の防除に関する普及啓発に努めます。

【自然とのふれあいの推進】

■自然環境学習等の推進

広く県民や県内の学校等に向けて、身近な自然環境に興味や関心を持つ機会を

提供していきます。また、県民のニーズを踏まえ、自然保護センター等を活用し、地域

の特性や年齢に応じた多様な体験型の自然環境学習の場の充実を図ります。

■自然とのふれあいの場の確保

優れた自然や身近な自然とのふれあいを求める県民ニーズに対応するため、植

樹、育樹活動等の森林・林業体験、みどりづくり活動やエコツーリズムの推進など、様

々な自然とふれあう体験機会の充実を図ります。

また、自然公園や自然歩道等の自然とふれあう場の整備・管理を推進するととも

に、自然とのふれあいの場や機会について、県民に対する情報提供に努めます。

【水とみどりに恵まれた環境の保全とみどりの創出】

■水辺環境の保全と創出

安らぎと潤いのある水辺環境を確保するため、多様な動植物の生息・生育環境、親

水、景観等に配慮した河川、港湾、海岸、農業水利施設等の整備や保全を図ります。

河川については、河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らし、歴史、文

化、自然が調和した健全な環境を創出する川づくりを推進します。

■森林の保全《再掲》

水源の涵養、県土の保全、地球温暖化の防止などの森林の持つ公益的機能を持
か ん

続的に発揮させるため、間伐や下刈りなどの森林の適正な整備や針広混交林の育成

による多様で健全な森林を育成します。

また、木を使うことが森林を育てる原動力となることから、県産木材の幅広い利用を

促進します。

■里地・里山の保全

みどりの資源や生物多様性に重要な役割を担っている里地や里山の農地等につ

いては、農業者だけでなく、地域住民等の参加のもと、適切な管理及び利用を図り、
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農村空間の環境や景観の保全に努めます。

■身近なみどりの創出

安らぎと潤いのある生活空間を確保するため、都市公園、道路などの緑化に努める

とともに、都市緑化意識の高揚と都市緑化に関する知識の普及等を図ります。また、

県民一人ひとりが身近なみどりづくりに参加できる体制の充実を図ります。

【自然との共生おかやま戦略の推進】

■自然との共生おかやま戦略の推進

希少野生動植物の保護や自然環境の保全活動を行う県民や団体等と連携し、優

れた自然景観や多様な生物が息づく里地・里山を地域の豊かな財産として守る取組

や、身近な自然に親しみ楽しむことのできる体験学習プログラムの企画・実施などによ

り、水と緑に恵まれた自然の中で多くの野生生物と人間がともに共存していくことので

きる豊かな環境を次の世代に引き継ぎます。
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２ 推進目標

(1) 参加と協働による快適な環境の保全

○現状と課題

【協働による環境保全活動の促進】

私たちの生活に身近な環境の保全には、県内各地の地域コミュニティが大きな役割を果

たしてきました。しかし、人口減少と急速な少子・高齢化の進行等に伴い、これまで地域活

動の重要な担い手であった、地域コミュニティの活力低下が懸念されるようになっています。

また、地球温暖化対策や3R、落書き対策などの取組のように、一人ひとりの意識改革と着実

な実践が重要となる課題も多くあります。

これらを解決し、住み慣れた地域において、これからもきれいで快適な環境の中、安心し

た生活を送っていくためには、地域社会の活力や地域住民のきずなを一層強化し、地域コ

ミュニティの力を高め、県民、事業者、環境NPO、ボランティアなど多様な主体と行政が、そ

れぞれの役割と責任を果たしつつ、緊密に連携・協働しながら取り組んでいくことが必要と

なっています。

【環境学習の充実】

温暖化をはじめとする地球環境問題が大きくクローズアップされ、国民一人ひとりの地球

的視野に立った環境問題への取組が求められる中、持続可能な社会の構築に向け、豊か

な感性と問題解決力を身に付けた主体的な行動ができる人を育む手段として、ESDの考え

方を踏まえた環境学習の重要性が高まっています。

県ではこれまで、環境学習指導者などの人材養成、自然保護センター等の環境学習拠

点施設の整備・充実、環境に関する情報提供や体験型環境学習の機会の提供など、様々

な角度から環境学習の推進に取り組んできました。しかし、環境学習のテーマや対象、実

施主体は多岐にわたっており、効率的かつ効果的な環境学習を行っていくためには、今

後、施策の充実に加えて、各主体間の緊密な連携、協働が不可欠です。

【景観の保全と創造】

急速な都市化の進展の中で、経済性や機能性が最優先されたまちづくりへの反省か

ら、地域特性を生かした良好な景観の形成を図るため、平成16（2004）年に制定された景

観法に基づき、本県では、平成20（2008）年4月から施行している晴れの国おかやま景観

計画及び岡山県景観条例により、県民、企業等の参加のもと、良好な景観の保全と創造を

図っていきます。
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○主要施策

【協働による環境保全活動の促進】

■環境保全団体等との協働

県民、事業者及び行政が、地球温暖化対策をはじめとする環境保全活動を協働し

て行うために設立された「エコパートナーシップおかやま」の活動の充実を図ります。

また、身近な環境保全活動を、県民や民間団体、事業者等との連携・協働の取組

として推進していくため、地域の課題をビジネスの手法で解決するソーシャルビジネ

ス、都市と農村の交流、道路、河川、海岸、公園等の環境美化活動(アダプト事業)に

取り組む住民グループ等の活動を促進するとともに、県内で開催される各種イベント

においては、「ごみを出さない」などの環境への配慮を促します。

■県民総参加による取組の推進

地球温暖化やごみ問題などは、個人のライフスタイルに起因するところも大きく、県

民一人ひとりが暮らしを見直し、できることから取り組むことを促進します。そのため省

エネや3R等による環境負荷低減を図るとともに、快適な環境の保全に向けて落書きや

空き缶等の投棄などの防止に向けた県民総参加による取組を推進します。

また、アジア地域における環境汚染の顕在化について、本県の事業者等が蓄積し

ている環境技術等を活用し、環境問題の改善に協力します。

【環境学習の充実】

■実践につながる環境学習の推進

持続可能な社会の構築に向け、子どもから大人まであらゆる世代が、人間と環境と

のかかわりを様々な体験を通じて実感をもって学ぶことによって自律的な意識改革を

進め、環境の保全と創造のために主体的に行動していくことができるよう、学校や公民

館等において、移動環境学習車等も活用しながら出前講座を実施するとともに、環境

セミナー等の各種普及啓発イベントや、見学・体験型の環境学習エコツアー等の実

施、自然保護センターや民間団体などによる自然体験活動施設等の様々な体験の場

の情報提供などを進め、より実践的な環境学習の機会を提供します。

また、学校教育においても、各教科において、地域の特色を生かした環境学習に

取り組むとともに、児童生徒の発達段階に応じて、問題解決的な学習や体験的な学

習を重視するように努め、環境学習を重点的に行う学校を指定したり、森林保全や循

環型社会の形成等に関して理解を深めるための学習の場を設けるなど、環境問題に

積極的に取り組む人材の養成を図ります。

■協働で取り組む体制の充実

環境学習を総合的・体系的に進めるための指針として策定した「岡山県環境学習

の進め方」等を踏まえながら、効果的な環境学習を提供できるよう、NPO等環境団体、

事業者、大学、（公財）岡山県環境保全事業団が設置している環境学習センター「ア

スエコ」等と協働して、学習内容や方策の充実を図ります。また、環境学習を担う人材

を育成し、地域や学校において積極的に活用されるよう努めます。

■学校教育における環境教育の推進

児童生徒が環境についての正しい理解を深め、環境を守るための行動がとれるよう

にするため、教育内容の改善・充実、教員の指導力の向上など学校における環境教
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育の一層の充実を図ります。

【景観の保全と創造】

■県土岡山の景観形成の推進

本県の優れた景観を次世代に引き継ぐため、景観法に基づく晴れの国おかやま景

観計画や瀬戸内海環境保全特別措置法等により「おかやまの景観づくり」を総合的、

計画的に推進し、県民の景観意識の向上に努めます。

また、良好な景観形成は、住環境など住民の生活に密接に関係しており、地域の

特色に応じたきめ細かな施策が有効であることから、最も住民に身近な自治体である

市町村を中心とした景観行政が推進されるよう努めます。
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(2) 環境と経済が好循環する仕組みづくり

○現状と課題

【グリーン成長の推進】

我が国の、「グリーン成長戦略」においては、そのグリーン・イノベーションに併せた産業

構造の進化などにより、様々な分野でのイノベーションの連鎖を図ることで、グリーン成長

の実現を図ることとしています。

一方、本県では、新エネルギーの普及拡大を地球温暖化防止だけでなく産業振興や地

域活性化にも結びつけるため、おかやま新エネルギービジョンに基づき、県民、市町村、

民間企業等の多様な主体との協働による取組を進めています。また、環境と経済が好循環

する仕組みづくりが求められる中、県では、環境等関連分野において、産学官が連携して

高機能・高付加価値な技術や環境負荷の少ない製品の開発等に取り組んでいます。

また、環境に配慮した事業活動を社会や市場が正当に評価することが、事業者の取組を

促進するためには効果的です。消費者が環境への負荷が少ない製品やサービスを積極的

に選択することにより、需要や市場は拡大し、その結果、環境ビジネスが発展し、さらに環境

改善が進むことが期待できます。

このため県では、省エネ性能の高い製品の購入促進や、県内で生産されているリサイク

ル製品等の認定・周知を行うとともに、自らも率先して再生品等の積極的な調達に取り組む

ことで一層の普及拡大に取り組んでいます。

【環境に配慮した事業者の育成・拡大】

経済のグローバル化により事業者の活動規模や領域は大きく広がっており、事業活動が

環境に与える影響も地球規模で拡大しています。しかしながら、地球全体の環境負荷の許

容量には限度があり、私たちの生活を支える財やサービスの提供が環境負荷の増大につ

ながらないよう、事業者は環境に配慮した事業活動に努める必要があります。

こうした中、コンプライアンス(法令遵守)はもちろんのこと、「企業は経済面だけでなく、社

会や環境の面などにも責任を持つべきである」というCSR(企業の社会的責任)の考え方を

背景に、環境に配慮した事業活動への社会的評価が高まっています。本県でも、そうした

環境配慮型の事業活動への関心は拡がっており、県では、中小企業等も取り組みやすい

環境マネジメントシステムであるエコアクション21の普及拡大に取り組んでいます。

【環境影響評価の推進】

環境影響評価制度(環境アセスメント)は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業

について、事前に環境への影響を調査、予測、評価するとともに、その結果を公表して地域

住民等の意見を聞くことにより、環境配慮を行う手続をいいます。

本県では、昭和53（1978）年以降、これまでに155件の事業について審査を行っており、

今後とも、環境との共生を図りながら適正に実施していく必要があります。
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○主要施策

【グリーン成長の推進】

■新エネルギーの推進

地球温暖化防止、産業振興、地域活性化を図る観点から、太陽光発電、小水力

発電、木質バイオマスの利活用、電気自動車等の普及と技術開発を重点分野とし

て、新エネルギーの普及拡大を進めます。

■環境等関連分野の産業の振興

大学等の研究者や県内中小企業者等が行う環境関連分野、新エネルギー関連分

野、木質バイオマス関連分野等の各種研究開発を支援するとともに、これらの分野に

おける新技術・新製品の普及を促進します。

■環境と好循環した農林水産業の振興

農林水産業は、食料などの供給という本来的な役割に加え、県土の保全、水源の涵
か ん

養、生物多様性の保全、良好な景観の形成や、やすらぎの場の提供など多面的機能

を有しており、その機能を維持するためにも、高品質な農林水産物の振興やブランド化

の推進、６次産業化の促進などにより、儲かる産業としての農林水産業の確立を目指

すとともに、環境等にも配慮した持続可能な農林水産業の振興を図ります。

■グリーン購入等の推進《再掲》

環境に配慮した製品やサービスの調達方針を定めた岡山県グリーン調達ガイドライ

ンに基づき、再生品等の積極的な調達に取り組みます。

あわせて、県内で生産されているリサイクル製品等を「岡山県エコ製品」として認定・

公表するとともに、グリーン調達やゼロエミッションに積極的な県内事業所を「岡山エコ

事業所」として認定・公表し、こうした制度の積極的なPRにより、県内におけるグリーン

購入等の一層の普及拡大に努めます。

■省エネルギー住宅・省エネルギー型機器等の普及拡大《再掲》

家庭における省エネを促進するため、省エネ性能などを評価し表示する住宅性能

表示制度などの認知度の向上を図るとともに、省エネ型機器の導入や消費電力の「見

える化」を推進します。

【環境に配慮した事業者の育成・拡大】

■環境マネジメントシステムの普及拡大

事業活動に伴う環境への負荷を低減するために有効である環境マネジメントシス

テムへの取組が、幅広く事業者に拡がるよう、中小企業等も取り組みやすいエコアク

ション21の認証取得の支援等に取り組みます。

■CSR(企業の社会的責任)活動の普及

企業も社会を構成する一員であり、持続可能な社会を構築する上で大きな責任を

負っています。そのため県では、商工関係団体等と連携しながら、県内の企業が事

業活動を行う上で、法令や各種規則などのルール、さらには社会的規範などを厳正

に守るとともに、環境面、社会面でも責任ある積極的な活動を行うよう、働きかけてい

きます。

特に、県では、企業等の環境配慮行動を金融面からもサポートするため、中小企

業者向け融資制度等により環境対策を支援します。
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また、金融機関等に対して、省エネ機器の導入や公害防止施設の整備など、環境

に配慮した事業活動に対する、金利、手数料等の優遇措置を講ずるよう要請してい

きます。

■環境保全のための費用負担意識の普及

環境に配慮した事業活動や、環境汚染が生じた場合の解決など環境問題への取

組には費用がかかるという意識の浸透を図ります。また、そうした社会的費用を、市場

のメカニズムを通じて適正に反映させ、効率的に環境の保全を推進するため、産業

廃棄物処理税や森づくり県民税などのいわゆる環境税について、その有効活用に努

めます。

【環境影響評価の推進】

■環境影響評価の適正な実施

環境影響評価制度(環境アセスメント)については、環境影響評価法及び岡山県環

境影響評価等に関する条例に基づき、引き続き、環境影響評価等の指導及び審査

を適正に実施します。
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１ 基本目標

(1) 地域から取り組む地球環境の保全

【地球温暖化対策】

《新エネルギーの導入促進》

■太陽光発電の導入促進

●太陽光発電の導入促進

晴れの国の特長を生かした太陽光発電については、自家消費型の利用や、災害時・緊

急時の自立型電源としての活用へも関心が拡がりつつあり、今後、家庭や地域等において

一層の導入が進むよう、取組を推進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

県内に設置された太陽光発電総
817 3,500

設備容量（うち住宅用太陽光発
（ 222 ） （ 400 ）

○ ○ ○

電の総設備容量）(ﾒｶﾞﾜｯﾄ、累計)

●野菜・花き栽培など農業分野での新エネルギーの利用拡大

中山間地域などの商用電源のないほ場で野菜や花き等を栽培する場合、栽培管理作

業の省力化を図るために、小規模太陽光発電を用いた自動かん水システムの導入を推進

します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

太陽光発電による自動かん水シ

ステムを導入した施設の数 103 115 ○

（箇所、累計)

■小水力発電の導入促進

●小水力発電の導入促進

中山間地域をはじめとする県内の河川や農業用水、さらには排水など多様な水資源を

活用して地域で使用する電力を生み出すため、国に対する規制改革促進の働きかけ等を

進めながら、市町村やNPO等と連携して小水力発電の導入を促進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

小水力発電設備の導入数
12 40 ○ ○ ○

（件、累計)
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■バイオマスエネルギーの利用拡大

●木質バイオマスのエネルギー利用推進

未利用間伐材等を利用した木質バイオマス発電や木質バイオマスボイラーの導入な

どにより、エネルギー転換を促進するとともに、木質バイオマスを安定供給できる体制づく

りを促進します。

■新エネルギーの普及啓発等

●水素社会の実現に向けた可能性の研究と理解の促進

将来の二次エネルギーとして「水素」への期待が高まっており、国において積極的な施

策が進められる中、本県でも、関係団体や事業者等と連携しながら、水素利活用の可能性

等について研究するとともに、セミナーや研修会を通じて、最新の動向や先進的な取組事

例など、広く情報の発信・共有を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

水素の利活用を含む新エネルギ
2,027 3,500 ○ ○ ○

ー関係セミナーへの参加者数

（人、累計)

●県民参加による発電施設設置の普及拡大

県民からの寄付や市民ファンド等を活用した市民共同発電所の整備など、身近にある

太陽光等の自然の恵みを電力等のエネルギーに変える県民参加型の取組を広く普及

します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

県民参加による発電施設数
31 80 ○ ○ ○

（施設、累計)

●新エネルギー産業クラスターの形成

今後の成長が見込まれる新エネルギー関連分野において、産学官で構成される新エネ

ルギー産業クラスターを形成し、競争力のある新技術・新製品の研究開発と事業化を促進

します。

●地域ぐるみで進めるスマートコミュニティの推進

地域にある自然や資源を有効に活用した新エネルギーの導入等による創エネや畜エネ

を進め、エネルギー利用の効率化やエネルギー自給率を高めるスマートコミュニティの実

現を目指す、意欲ある市町村の取組を拡げていきます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

新エネルギーの導入を核とした地域づく
3 10 ○ ○ ○

りに取り組む地域の数（箇所、累計)
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《省エネルギーの推進》

■建築物等の省エネルギー化の促進

●民間建築物等の省エネルギー化の推進

建築物の新築時等に合わせて、建築物省エネ法に基づく省エネ基準への適合義務や

省エネ措置の届出制度等の周知を図るとともに、有効な整備手法等の導入を促し、建築

物の省エネルギー化を推進します。また、BEMSなどの導入による運用面での省エネルギ

ー化や、ZEBによる建物のエネルギー収支ゼロ化の働きかけも進めていきます。

●県有施設の省エネルギー化の推進

県有施設への省エネ設備・機器の導入、エネルギーの見える化、太陽光発電等の新

エネルギーの導入等を推進するとともに、環境マネジメントシステムや省エネ法等に基づ

く運用管理により、県自らが率先して節電・省エネルギーに取り組みます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

県の事務事業から生じる温室効
72,429 68,808 ○

果ガス排出量(t-CO2)

●信号灯器のLED化

従来の電球式信号灯器に比べ、消費電力が約1/4となるLED式信号灯器の設置を推

進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

信号灯器のLED化率(%)
53 65 ○

●壁面緑化等の普及促進

壁面緑化は、都市の緑化とともにヒートアイランド対策やオフィス等の節電・省エネルギ

ー対策としても有効とされていることから、緑化に適した植物や植栽に関する情報提供等

を通じ、壁面緑化の普及に努めます。

■産業・事業活動における省エネルギーと温室効果ガス排出抑制の推進

●温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度による排出抑制

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度を適切に運用し、県内の温室効果ガス大量

排出事業者の削減計画及びその実績を公表するとともに、優良な排出削減事例の周知

などを通じて、事業者の自主的な温室効果ガス排出抑制を推進します。
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項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

製造品出荷額当たりのエネルギ
83.7 83.2 ○

ー消費量(GJ/百万円) (H25(2013))

業務その他部門の床面積当たりのエネ
883 847 ○

ルギー消費量(MJ/㎡) (H25(2013))

●総合特区制度を利用した高効率・省資源型コンビナートの実現

総合特区に指定された水島コンビナートでは、コンビナート全体を一つの企業（バーチ

ャル・ワン・カンパニー）と見なし、現在の企業ごとの法規制を緩和することにより、企業間

の高度な連携を進め、コンビナート全体として最適な資源の有効利用に取り組みます。こ

れにより、投入する原料・エネルギーの最小化と高付加価値な製品のアウトプットが可能と

なります。

■省エネルギー型ライフスタイル・ビジネススタイルの定着促進

●アースキーパーメンバーシップ会員の拡大

県民・事業者をあげて地球温暖化防止活動を推進するため、自ら省エネ等による環境

負荷低減に向けた目標を定め取り組む県民・事業者をアースキーパーメンバーシップ会

員として募集・登録し、地球温暖化防止活動推進センターや地球温暖化防止活動推進

員が会員の活動を支援します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

アースキーパーメンバーシップ
11,485 14,000 ○ ○ ○

会員数(人・事業所、累計)

●ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（賢い選択）の推進

クールビズ・ウォームビズのさらなる浸透・定着をはじめ、家庭や職場で、省エネ・低炭

素型の製品・サービス・行動など、温暖化対策に資するあらゆる“賢い選択＝クールチョイ

ス”が広がるよう、積極的な広報・啓発により一人ひとりのアクションを促していきます。

●エコドライブの推進

やさしい発進を心掛けたり、アイドリングストップや、急加速をしないなどの実践に努める

運転者をエコドライブ宣言者として登録し、環境にやさしい自動車運転の推進を図りま

す。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

自動車１台当たりのエネルギー
40.5 39.4 ○ ○ ○

消費量(GJ/台) (H25(2013))

エコドライブ宣言登録者数
21,393 29,000 ○ ○ ○

(人、累計)
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■省エネルギー住宅・省エネルギー型機器等の普及拡大

●省エネルギー住宅の普及拡大

インターネットでの情報発信等を通じ、省エネ対策（性能）の度合いなどを評価する住宅

性能表示制度などの認知度の向上を図ることにより、省エネルギーに配慮した住宅づくり

を普及啓発します。

●省エネルギー型機器等の普及拡大

「エコパートナーシップおかやま」や「アースキーパーメンバーシップ」会員等を通じて、

太陽熱利用システムや高効率給湯器の導入、照明器具のLED化、冷蔵庫、エアコン等の

買い換え時の省エネ型機器の積極的な選択を促すとともに、HEMS等を活用した家庭の

消費電力の「見える化」を推進し、家庭におけるエネルギー消費量の削減を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

１世帯当たりのエネルギー消費
37.1 35.6 ○ ○ ○

量(GJ/世帯) (H25(2013))

■低公害車の導入促進

●県公用車への低公害車の率先導入

低公害車の県内への普及を促進するため、岡山県グリーン調達ガイドラインに基づき、

県公用車への率先導入に努めます。

●電気自動車等（EV・PHV・FCV）の普及促進

走行中のCO2や排ガス排出の観点から、環境性能が高い電気自動車（EV）やプラグイ

ンハイブリッド自動車（PHV)、燃料電池自動車（FCV）について、蓄電池の機能にも着目

しながら、普及促進に取り組みます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

電気自動車等の普及台数 2,945 6,000 ○ ○ ○

(台、累計)

■公共交通機関等の利用促進

●自動車の利用抑制

「公共交通利用の日」(毎月最終金曜日)の広報啓発や、自転車や公共交通機関を利

用した通勤などに国等と連携して取り組む「スマート通勤おかやま」、「ノーマイカーデー」

の設定による県職員等のマイカー利用の自粛などの率先行動により、県民等の自動車の

利用抑制に取り組みます。

●バス・電車等の利用促進

バス事業者や鉄道事業者で実施されているパーク・アンド・ライドや環境定期券等の広

報啓発によるバス・電車等の利用を促進します。
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■交通円滑化の推進

●道路整備等の推進

都市部における交通渋滞を緩和し、人や物のスムーズな移動を確保するため現道の

拡幅による交通容量の拡大やバイパスの整備による交通量の分散など、効率的・効果的

な道路整備等の推進を図ります。

●新交通管理システムの整備

交通状況等に対応してより細かな信号制御が可能となる高性能化した信号機の整備、

高度化した光ビーコンによる交通情報の提供等により、交通の円滑化、交通渋滞の緩和

に努め、自動車からの大気汚染物質の排出削減や道路交通騒音の低減を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

信号機の高性能化整備数
393 500 ○

(基、累計)

高度化光ビーコン整備数
256 500 ○

(基、累計)

《フロン類対策》

■フロン類対策の推進

●フロン類の排出抑制の推進

オゾン層の保護及び地球温暖化防止のため、フロン排出抑制法に基づき、フロン類を

使用している第一種特定製品（業務用エアコン及び冷凍冷蔵機器）の管理者（所有者

等）に対し、機器の点検やフロン類の漏えい防止、廃棄時等のフロン類回収など管理者

の義務について周知・徹底するとともに、第一種フロン類充塡回収業者に対し、第一種特

定製品に係るフロン類の適切な充塡及び回収に向けた指導に努めます。

《吸収源対策》

■森林の保全

●公益的機能を高めるための森づくりの推進

森林の持つ公益的機能を高めるため、人工林においては、間伐や再造林を推進する

とともに、人工林として適切な育成が見込めないところや、生産性の向上を図ることが困難

なところは、広葉樹林、針広混交林への誘導、路網の整備等により、多様で豊かな森林を

育成します。あわせて、少花粉スギ等への植替えにも取り組みます。

●県民が育て楽しむ森づくりの推進

「おかやま森づくりサポートセンター」の活動支援や、企業との協働の森づくりなど、森

林ボランティアグループ等の自主的な活動を促進することにより、参加者が森の恵みを楽

しみながら地域の森づくりを行う取組を推進します。
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(2)循環型社会の形成

【3Rの推進】

《循環型社会に向けた意識の改革》

■循環型社会に向けたライフスタイルの変革

●「おかやま・もったいない運動」の推進

「もったいない」をキーワードとして、ごみを減らす、再使用する、再生利用するという取

組である3Rについて、県民一人ひとりの意識改革と実践活動を促すため、各種イベント

の開催や様々なPR活動などにより、「おかやま・もったいない運動」を推進します。

●マイバッグ運動の推進

消費者の立場から実践できる環境にやさしい象徴的な取組として、買い物にマイバッグ

を持参し、レジ袋や包装を断る「マイバッグ運動」を、「岡山県ごみゼロ社会プロジェクト推

進会議」を中心に、各種団体、事業者、行政が一体となって展開します。

●食品ロス削減の促進

まだ食べられるのに捨てられてしまう、いわゆる「食品ロス」については、その半分が一般

家庭からといわれており、買いすぎない、食材を使い切る、食べ切る等の食品ロスを減らす

ライフスタイルの定着に向け、啓発や情報提供を市町村と連携して行うとともに、飲食店等

の事業者にも協力を働きかけながら、県民、事業者の削減行動を促進します。

■循環資源情報の提供

●循環資源マッチングシステムの利用促進

循環資源を提供したい事業者と利用したい事業者がインターネット上で情報交換し、

資源の有効活用を行う「循環資源マッチングシステム」の利用を促進します。

《一般廃棄物の3R》

■一般廃棄物の3Rの推進

●循環型社会づくりに向けた処理システムの構築

循環型社会づくりに向けて、市町村が行う一般廃棄物処理事業については、廃棄物

の排出抑制、循環的利用とともに、適正かつ効率的に処分がされる処理システムとして構

築される必要があり、費用負担の公平化や住民の意識改革に資するごみ処理の有料化

など、地域の実情に応じた効果的な対応に関する助言等の技術的援助を行います。

●ごみの分別収集の徹底

市町村分別収集計画を踏まえた容器包装廃棄物の分別収集の徹底や先進的な自治

体での生ごみ、廃食用油等の分別収集に関する仕組みの導入などについて、助言や情

報提供を行います。

●家電のリサイクルの推進

使用済家電製品が家電リサイクル法、小型家電リサイクル法等に基づき適正にリサイク

ルされるよう、市町村による回収体制の構築に対して助言等の技術的援助を行うととも

に、県民に対して法制度や違法な不用品回収業者に係る問題点などの周知を行い、市

町村と連携した不適正処理対策を進めます。
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●リサイクル関連法の周知・徹底

容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、小型家電リサイクル法、食品リサイクル法及

び資源有効利用促進法の趣旨・目的に則した一般廃棄物のリサイクルの推進に向け、

市町村と連携し、県民及び関係事業者に対する制度の周知を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

一人当たりごみの排出量※
1,000 935 ○ ○ ○

(g/人・日) (H26(2014))

一般廃棄物のリサイクル率
29.5 32.7 ○ ○ ○

(%) (H26(2014))

一般廃棄物の最終処分量(t/日)
101 86.5 ○ ○ ○

(H26(2014))

家庭系ごみの排出量(g/人・日)
522 500 ○ ○

(H26(2014))

使用済小型家電回収市町村数
17 22 ○ ○ ○

(市町村)

※ごみの排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量

《産業廃棄物の3R》

■産業廃棄物の発生抑制

●排出事業者に対する指導・助言

産業廃棄物多量排出事業者が策定する廃棄物処理計画や実績報告の内容に対す

る指導・助言を通じて、事業者の産業廃棄物の減量化への自主的な取組等を促進しま

す。

●ごみゼロガイドラインの推進

排出量の多い汚泥、鉱さい、ばいじん・燃え殻、廃プラスチック類については、排出事

業者に対し、「ごみゼロガイドライン」に沿った取組を促してきたところであり、引き続き、

先進的な排出抑制の取組事例や、新たなリサイクル技術情報などを紹介しながら、更な

る取組を促進します。

■循環資源の利活用推進

●3Rに関する広域ネットワークの形成

中四国圏域を中心とした3Rに関する新技術やビジネスモデル、各種循環資源に関す

る情報提供、マッチングの実施、展示商談会の開催などにより、県境を越えた広域的な

3Rのネットワーク形成を図ります。

●リサイクル関連法の周知・徹底

建設リサイクル法、食品リサイクル法、自動車リサイクル法などリサイクル関連法の趣旨

・目的に則った産業廃棄物の3R及び適正処理の推進に向け、関係事業者に対する制

度の周知や法律遵守の徹底等を行います。

●公共工事に係る廃棄物の再資源化

県が発注する工事において発生するコンクリート塊等の特定建設資材に係る分別解
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項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

産業廃棄物の排出量(千t/年)
5,525 5,649 ○ ○
(H26(2014))

産業廃棄物のリサイクル率(%)
43.4 45.4 ○ ○

(H26(2014))

産業廃棄物の最終処分量
318 303 ○ ○

(千t/年) (H26(2014))

《岡山エコタウンの推進》

■岡山エコタウンプランの推進

●循環型社会形成推進モデル事業の推進

先進的なリサイクル施設等の整備や新たなリサイクル技術の開発等を支援する循環型

社会形成推進モデル事業(地域ミニエコタウン事業)を推進します。

●岡山エコタウンを生かした環境学習の推進

地域ぐるみの先導的リサイクルモデルの見学等を通じて循環型社会形成について学

習する機会の提供を支援します。

【グリーン購入等の推進】

■グリーン購入等の推進

●「岡山県グリーン調達ガイドライン」に基づく取組の推進

毎年度、新たな製品等に対応した岡山県グリーン調達ガイドラインを定め、県が率先し

てグリーン調達に努めることにより、県内の事業者等のグリーン購入を促進します。

●「岡山県エコ製品」の認定・周知

県内で生産されているリサイクル製品等を「岡山県エコ製品」として認定・公表するととも

に、これらの製品を積極的に展示・PRし、県内におけるグリーン購入等の一層の普及拡

大に努めます。

●「岡山エコ事業所」の認定・周知

グリーン調達やゼロエミッションに積極的な県内事業所を「岡山エコ事業所」として認定

・公表するとともに、県民や事業者、市町村等への積極的なPRに努め、環境にやさしい企

業づくりを推進します。

【廃棄物の適正処理の推進】

■産業廃棄物の適正処理の推進

●処理業者等に対する監視・指導

処理業者等の事業場への立入検査や産業廃棄物監視指導員による監視パトロールな

どにより、排出事業者や処理業者に対し法基準の遵守を徹底し産業廃棄物の適正処理

を確保するとともに、違反行為に対しては許可取消や警察とも連携するなど厳正に対処し

ます。

また、不適正処理の防止や法令遵守に高い効果のある電子マニフェストの導入がさら
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に進むよう普及啓発等を実施します。

●PCB廃棄物の計画的な処理の推進

県内のPCB廃棄物について、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法に基づく毎年度の届出による保管・処分状況の把握、関係事業者等に対す

る監視・指導などを実施するとともに、岡山県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画に基づ

く計画的な処理の推進を図ります。

●農業用廃プラスチックの適正処理の推進

果樹、野菜、花きのハウス、雨よけ施設等で使用された農業用廃プラスチックについ

て、市町村、農協等の関係団体と連携し、地域における回収・処理体制の一層の充実と、

再生処理を主体とした適正処理の推進を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

農業用使用済プラスチックの再
32.6 40.0 ○ ○

生処理(%)

■一般廃棄物の適正処理の推進

●廃棄物処理施設の計画的な整備の促進

市町村における廃棄物処理施設の計画的な整備が進むよう、市町村に対し、必要な助

言等の技術的援助を行うとともに、国の循環型社会形成推進交付金等制度の活用を働き

かけていきます。

■不法投棄の根絶

●不法投棄等の不適正処理対策

産業廃棄物監視指導員による日常的な監視パトロールに加え、夜間休日監視やヘリコ

プターによる上空監視の実施、監視カメラの活用などによる監視体制の整備のほか、不

法投棄１１０番の設置などにより、不法投棄などの不適正処理の防止と早期発見に努めま

す。

●海ごみ対策の推進

瀬戸内海の海ごみの多くが、日常生活から出たごみや心ないポイ捨て等により海に流

れ込んだものであることから、海ごみの状況、その原因、環境への懸念等に係る普及啓発

を県全域を対象に実施し、不法投棄の防止やごみの発生抑制を促します。また、市町村

と連携して、民間団体等が進める自主的な海ごみ回収活動を促進します。

●地域の環境美化運動の促進

私たちの暮らすまち、山、海などが、きれいで美しい地域として保たれるよう、ボランティ

ア等によるポイ捨てごみ等の清掃活動や花いっぱい活動などの環境美化活動を促進しま

す。

■災害廃棄物に対する備え

●円滑な処理体制づくり

大規模地震等の災害に伴い発生する多量の災害廃棄物に備えて、市町村、関係事業

者団体、他の都道府県との協力・支援体制の整備のほか、廃棄物処理施設等に関する
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情報の整理、職員に対する教育・訓練、市町村災害廃棄物処理計画の策定支援等を進

めながら、円滑な処理体制の構築に努めます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

災害廃棄物処理計画策定市町
5 19 ○

村数（市町村）
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(3) 安全な生活環境の確保

【大気環境の保全】

■環境に配慮した自動車運転等の推進

●エコドライブの推進《再掲》

やさしい発進を心掛けたり、アイドリングストップや、急加速をしないなどの実践に努める

運転者をエコドライブ宣言者として登録し、環境にやさしい自動車運転の推進を図りま

す。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

エコドライブ宣言登録者数
21,393 29,000 ○ ○ ○

(人、累計)

自動車１台当たりのエネルギー
40.5 39.4 ○ ○ ○

消費量(GJ/台) (H25(2013))

■低公害車の導入促進《再掲》

●県公用車への低公害車の率先導入《再掲》

低公害車の県内への普及を促進するため、岡山県グリーン調達ガイドラインに基づき、

県公用車への率先導入に努めます。

●電気自動車等（EV・PHV・FCV）の普及促進《再掲》

走行中のCO2や排ガス排出の観点から、環境性能が高い電気自動車（EV）やプラグイ

ンハイブリッド自動車（PHV)、燃料電池自動車（FCV）について、蓄電池の機能にも着目

しながら、普及促進に取り組みます。

■公共交通機関等の利用促進《再掲》

●自動車の利用抑制《再掲》

「公共交通利用の日」(毎月最終金曜日)の広報啓発や、自転車や公共交通機関を利

用した通勤などに国等と連携して取り組む「スマート通勤おかやま」、「ノーマイカーデー」

の設定による県職員等のマイカー利用の自粛などの率先行動により、県民等の自動車の

利用抑制に取り組みます。

●バス・電車等の利用促進《再掲》

バス事業者や鉄道事業者で実施されているパーク・アンド・ライドや環境定期券等の広

報啓発によるバス・電車等の利用を促進します。

■交通円滑化の推進《再掲》

●道路整備等の推進《再掲》

都市部における交通渋滞を緩和し、人や物のスムーズな移動を確保するため現道の

拡幅による交通容量の拡大やバイパスの整備による交通量の分散など、効率的・効果的

な道路整備等の推進を図ります。
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項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

主要渋滞箇所数（箇所）
68 55 ○

●新交通管理システムの整備《再掲》

交通状況等に対応してより細かな信号制御が可能となる高性能化した信号機の整備、

高度化した光ビーコンによる交通情報の提供等により、交通の円滑化、交通渋滞の緩和

に努め、自動車からの大気汚染物質の排出削減や道路交通騒音の低減を図ります。

■大気汚染防止対策の実施

●工場・事業場の監視・指導

立入検査の実施などにより、排出基準、総量規制基準の遵守を徹底するとともに、処理

施設の改善や燃料・原料対策、揮発性有機化合物の削減対策についても指導します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

工場・事業場の排ガス等基準
98 100 ○ ○

適合率（％)

●大気汚染防止夏期対策の実施

夏期は、日差しが強く、気温が高くなることから光化学オキシダントの濃度が上昇しや

すくなります。このため、特に夏期を中心とした時期を大気汚染防止夏期対策期間とし、

光化学オキシダントによる汚染や被害の未然防止に重点を置いた総合的な対策を実施し

ます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

オキシダント情報等メール配信
12,788 18,000 ○ ○ ○

登録者数（人、累計)

●微小粒子状物質（PM2.5）対策の推進

常時監視網の整備を進め、PM2.5に関する正確な情報の提供に努めるとともにPM2.5

が高濃度になるおそれがあると判断される日には、注意喚起を行い県民に注意を促しま

す。また、発生源対策の検討を行うため成分分析等の調査研究を進めるとともに、関係情

報の収集に努めます。
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項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

PM2.5環境基準達成率（％）
5.3 30.0 ○ ○ ○

PM2.5注意喚起メール配信
15,638 40,000 ○ ○ ○

登録者数（人、累計)

●ディーゼル自動車粒子状物質削減対策の推進

環境負荷低減条例に基づき、ディーゼル自動車に係る粒子状物質の削減指導を行う

とともに、低公害車や最新規制適合車への代替を促します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

ディーゼル自動車粒子状物質
58.7 85.0 ○ ○ ○

対策済率（％） （H26(2014))

【水環境の保全】

■生活排水対策

●生活排水対策の推進

クリーンライフ100構想等に基づき、下水道、集落排水施設、合併処理浄化槽の生活排

水処理施設の整備を促進するとともに、下水道への接続及び単独処理浄化槽から合併

処理浄化槽への転換の促進を図ります。

また、生活排水対策が特に必要な地域として指定している生活排水対策重点地域に

ついては、引き続き生活排水処理施設の整備や啓発等、計画的かつ総合的な対策を進

めます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

単独処理浄化槽から合併処理

理浄化槽への転換数（基）
112 340 ○ ○ ○

汚水処理人口普及率(％) 84.4 88.8 ○ ○ ○

■河川等の保全対策の推進

●工場・事業場対策の推進

特定事業場の立入検査等により排水基準、総量規制基準の遵守を徹底するとともに、

必要に応じ、生産工程や排水処理方法の見直しも指導し、汚濁負荷量の削減を促進しま

す。
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項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

工場・事業場の排水基準
96 98※ ○ ○

適合率（％)

※生物化学的処理においてpHがわずかに基準に適合しないケースがあり、その場合にも、速やかに是正の指導を

行います。

●環境に配慮した水辺づくり

水辺の動植物、景観などの自然環境や親水性に配慮した河川、農業用用排水路等の

整備に努めるとともに、多自然川づくりに関する留意事項や工法を踏まえた浚渫や樹木

伐採に取り組み、市町村との協働、伐採木の無償配布などを通じて、地域住民の参画を

促し、より環境に配慮した水辺づくりに取り組みます。

また、「ふれあいの川づくり」をテーマとして、地域住民の参画のもと、地域の人々が川

にふれあい、親しみを持つことができる川づくりを進めます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

ホタルの生息地箇所数
305 330 ○ ○ ○

（箇所、累計)

ふるさとの川リフレッシュ事業を
30 150 ○ ○

実施した箇所数（箇所、累計)

■湖沼水質保全対策の推進

●児島湖再生の推進

児島湖に係る湖沼水質保全計画に定めた水質目標を達成するため、関係機関、関係

団体等との緊密な連携により、各種事業の円滑な推進を図ります。

また、環境保全活動団体や大学等との協働により、清掃活動や研究等を推進し、児島

湖に関する様々な事業を効果的に展開します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

水質目標値(COD：mg/L)
7.2 6.8 ○ ○ ○
※1 ※2

合併処理浄化槽の設置基数
5,127 5,360 ○ ○ ○

(基) ※1 ※2

浄化用水の導入量(万m3/日)
60.0 60.0 ○
※1 ※2

ヨシ原の管理面積（千㎡）
184 150 ○
※1 ※2

※1 第６期湖沼水質保全計画（H23(2011)～H27(2015))での実績
※2 第７期湖沼水質保全計画（H28(2016)～H32(2020))での目標
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●児島湖流域下水道事業の推進

児島湖の水質保全と快適な生活環境の創出のため、岡山市、倉敷市、玉野市、早島町

の児島湖流域下水道に接続する関連公共下水道の整備促進を図るとともに、児島湖流域

下水道浄化センター処理施設の老朽化対策や耐震化を計画的に推進します。

■瀬戸内海の保全と再生

●沿岸域の環境の保全、再生及び創出

良好な海域環境や漁業資源の維持を図る上で重要な藻場・干潟の保全及び再生に取
り組むとともに、隣接県とも連携し、海域環境の特性等に応じた里海づくりを進めます。ま
た、カキ殻を利用した底質改善技術や効果的な栄養塩供給技術を早急に確立し、漁場
環境の改善による資源回復を図り、漁業資源の持続的な利用を推進します。
さらに、底質環境の悪化原因ともなっている海ごみをなくすため、県、市町村、漁協、

NPOが連携して発生抑制・回収・処理対策を推進します。
岡山県自然海浜保全地区条例に基づき、指定区域内における建築行為等の規制を

行います。あわせて、人と海が直接ふれあうことができる身近な海水浴場及び自然海岸を
保全するため、水質調査や清掃活動等を実施するとともに、自然海岸等を活用した環境
学習の実施に努めます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

里海の整備箇所数（箇所、累計)
3 4 ○ ○ ○

環境学習の場としての活用
1 5 ○ ○

自然海岸数（箇所）

●水質の保全及び管理

瀬戸内海の水質環境基準を達成するため、下水道の整備等による生活排水対策、事

業場に対する総量規制基準の遵守徹底等による産業排水対策など、総合的な発生汚濁

負荷量の削減を図ります。

また、湾・灘等ごと季節ごとにおける漁業、海域環境の特性や実態に応じた水質の管

理について、その影響や実行可能性を十分検討しつつ、順応的な取組を推進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

汚濁負荷の削減目標量(t/日) H26(2014) H31(2019)

COD 34 32 ○ ○ ○

窒 素 37 37 ○ ○ ○

り ん 2.0 1.9 ○ ○ ○

●瀬戸内海の自然景観及び文化的景観の保全

本県における瀬戸内海の自然景観の核心的地域として瀬戸内海国立公園に指定され

ている鷲羽山、金甲山、王子ヶ岳、渋川海岸、笠岡諸島等の地域について、優れた自然

景観が適正に保全されるよう規制の徹底等を図ります。また、緑地等や自然景観と一体と
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なった史跡、名勝、天然記念物等の保全などにより、瀬戸内海特有の優れた自然景観の

保全に努めます。

●水産資源の持続的な利用の確保

水産資源は生態系の構成要素で、限りあるものであるという考えに従い、科学的知見

に基づく水産資源の適切な保存及び管理を実施するように努めます。

また、資源増大を図るため栽培漁業を推進するとともに、漁業者が実施する禁漁期間

の設定や網目の拡大などによる資源管理型漁業の取組を推進し、資源の増大を図りま

す。

さらに、遊漁によって資源への影響が危惧される魚種もあることから、遊漁者に対して

資源管理型漁業の取組や漁場利用のルール等を周知します。

■森林の保全《再掲》

●公益的機能を高めるための森づくりの推進《再掲》

森林の持つ公益的機能を高めるため、人工林においては、間伐や再造林を推進する

とともに、人工林として適切な育成が見込めないところや、生産性の向上を図ることが困難

なところは、広葉樹林、針広混交林への誘導、路網の整備等により、多様で豊かな森林を

育成します。あわせて、少花粉スギ等への植替えにも取り組みます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

保安林面積(ha)
148,715 152,600 ○

●県民が育て楽しむ森づくりの推進《再掲》

「おかやま森づくりサポートセンター」の活動支援や、企業との協働の森づくりなど、森

林ボランティアグループ等の自主的な活動を促進することにより、参加者が森の恵みを楽

しみながら地域の森づくりを行う取組を推進します。

【騒音・振動の防止】

■道路交通騒音・振動、航空機騒音、新幹線鉄道騒音・振動対策

●道路交通、航空機、新幹線鉄道の騒音・振動対策

環境基準の達成状況を把握するため、道路沿道や新幹線鉄道沿線、空港周辺の環境

調査を実施します。また、道路の新設・改良に当たっては低騒音舗装の敷設に努めるな

ど、関係機関による騒音等の防止対策を促進します。

■騒音・振動の規制

●騒音に係る環境基準のあてはめ地域の拡大等

関係機関と協議し、順次、環境基準の類型あてはめを行います。また、主要な発生源

を規制するため、騒音規制法及び振動規制法に基づく規制地域についても、町村の意

見をもとに拡大を図ります。



- 57 -

【土壌・地下水汚染対策】

■土壌・地下水汚染の防止

●工場・事業場対策の推進

工場及び事業場への立入検査等により、水質汚濁防止法に基づく構造等に関する基

準の遵守及び定期点検の実施を指導するなど、有害な物質の漏えいによる土壌・地下水

汚染の未然防止を図ります。

【有害化学物質対策】

■有害化学物質による環境汚染の防止

●有害大気汚染物質対策の推進

ダイオキシン類やベンゼン等の環境中の濃度を的確に把握するとともに、発生源に対

する指導を通じて排出抑制を図ります。

●有害化学物質対策の推進

残留性の高い化学物質について、県内28地点において25項目以上の環境調査を実

施することにより、環境中の存在状況を把握し、データの蓄積を図るとともに、新たな知見

の集積に努めます。

■アスベスト対策の推進

●アスベスト対策の推進

アスベストを使用した建築物の解体現場や一般環境中におけるアスベスト濃度調査を

実施し、飛散防止対策の実施状況を監視します。

【環境コミュニケーションの推進】

■環境コミュニケーションの推進

●事業者による環境コミュニケーションの推進

環境に関する正しい知識などの情報をホームページやガイドブック等により提供すると

ともに、事業者向けセミナーを開催することにより、環境コミュニケーションを推進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

事業者による環境コミュニケーシ
24.2 25.0 ○ ○

ョンの取組率（％）
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(4) 自然と共生した社会の形成

【豊かな自然環境の保護】

■自然公園等の保護

●自然公園等の適切な利用指導

自然公園指導員や自然保護推進員などと連携し、動植物の捕獲・採取や損傷、地形

の改変などの問題が生じないよう自然公園等の適切な利用指導

に努めます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

自然保護推進員数(人)
78 100 ○ ○ ○

■自然との調和に配慮した事業活動

●自然と調和した開発の指導

県民や企業が率先して自然との調和に努める意識づくりを進めるとともに、大規模な開

発、造成に際しては、環境影響評価手法の活用と自然保護協定の締結を求めることによ

り、既存植生の保護や改変地の緑化など適切な指導を行います。

【野生生物の保護】

■希少野生動植物の保護

●レッドデータブックの充実と活用

希少野生動植物について、絶滅の危機の原因を明らかにし、適切な保護施策を図るた

めに、岡山県野生生物目録の情報整理、データベース化を図るとともに、レッドデータブ

ック改訂に向けた情報収集、基礎調査を進めます。

また、開発行為と自然保護との調整における基礎資料として、レッドデータブックを活用

するとともに、その内容を公表し、希少野生動植物の保護について、県民の理解を深め、

身近な地域における保護活動を推進します。

●希少野生動植物の保護

岡山県希少野生動植物保護条例に基づき、特に保護を図る必要のあるものを指定希

少野生動植物に指定し、捕獲などを規制するとともに、指定希少野生動植物保護巡視員

や多様な主体と協働し、その生息・生育環境を含め、保護活動を推進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

希少野生動植物(条例指定等)の
11 12 ○ ○ ○

保護に取り組む地域数（地域）
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■野生鳥獣の保護・管理

●鳥獣保護対策の推進

鳥獣保護区等について、指定の趣旨に添って、関係者の十分な理解を得た上で指定

を行うとともに、鳥獣の生息状況を把握した上で、定期的な巡視等、適切な保護管理に努

めます。

また、鳥獣保護管理員等との連携を密にし、野生鳥獣の生息環境の保全に努めるととも

に、鳥獣保護センターを活用して傷病鳥獣の救護の取組を推進します。

●特定鳥獣保護・管理対策の推進

ツキノワグマについては、第一種特定鳥獣保護計画に基づき、県民の安全・安心の確

保を第一に、人とツキノワグマとの棲分けなどの対策を実施します。

一方、農林業被害が深刻化しているニホンジカ及びイノシシについては、第二種特定

鳥獣管理計画に基づき、個体数の調整及び被害防除対策等を総合的に行います。

●狩猟者の確保

猟友会等と連携し、鳥獣保護管理の担い手となる狩猟者の確保に努めます。

■移入種等の対策

●移入種等に関する普及啓発等の推進

ホームページや各種普及啓発資料の作成、外来生物対策PR隊による出前講座の開

催を通じた啓発をはじめ、学校、地域などあらゆる機会、活動を通じての教育、広報活動

を推進するとともに、自然保護推進員等と連携し、地域で普及啓発を行う人材の確保に

努めます。

また、対策が必要とされる地域について、様々な主体との協働により、完全排除又は影

響の低減を図る取組を推進します。

【自然とのふれあいの推進】

■自然環境学習等の推進

●自然環境学習等の推進

子どもたちが地域の自然の中で遊びながら自然を学ぶ体験活動を推進するとともに、

みどりの少年隊やこどもエコクラブ等の子どもたちが自主的に行う自然環境学習を支援し

ます。

また、環境学習出前講座やエコツアーなど体験型講座やフィールドワークを重視した

環境学習を推進し、主体的に行動できる人材の育成に努めます。

さらに、優れた里山環境を有する自然保護センター等を活用し、自然観察会等の自然

環境に関する学習・体験活動を推進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

自然保護センターの利用者数
25,347 40,000 ○ ○ ○

(人)
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■自然とのふれあいの場の確保

●自然とふれあえる体験の場や機会の充実

行政や民間団体、地域住民等の参加と連携のもと、自然観察会等の自然環境学習、

植樹や育樹活動等の林業体験、炭焼きや地引網等の里山・里海体験など様々な自然と

ふれあえる体験の場や機会を増やすとともに、情報の収集と提供に努めます。

また、長距離自然歩道や自然公園施設等については、点検を基に、その質的向上を

図り、安全で安心して利用できるような施設整備を行うことで、利用の促進を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

長距離自然歩道の利用者数
161 190 ○ ○ ○

(万人)

身近な自然体験プログラムの参
18,941 30,000 ○ ○ ○

加者数（人）

●ニューツーリズムの推進

エコツーリズムやグリーン・ツーリズム等ニューツーリズムの普及を図るとともに、これらの

推進に関する市町村などの取組を支援します。

【水とみどりに恵まれた環境の保全とみどりの創出】

■森林の保全《再掲》

●公益的機能を高めるための森づくりの推進《再掲》

森林の持つ公益的機能を高めるため、人工林においては、間伐や再造林を推進する

とともに、人工林として適切な育成が見込めないところや、生産性の向上を図ることが困難

なところは、広葉樹林、針広混交林への誘導、路網の整備等により、多様で豊かな森林を

育成します。あわせて、少花粉スギ等への植替えにも取り組みます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

小花粉スギ・ヒノキ苗木による
0.2 90以上 ○ ○ ○

植替えの割合（％)

●県民が育て楽しむ森づくりの推進《再掲》

「おかやま森づくりサポートセンター」の活動支援や、企業との協働の森づくりなど、森

林ボランティアグループ等の自主的な活動を促進することにより、参加者が森の恵みを楽

しみながら地域の森づくりを行う取組を推進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

森づくり活動への参加企業数
20 30 ○ ○ ○

（企業、累計) (H31(2019))
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■里地・里山の保全

●農地・農業用水等の保全

人々の心に安らぎと潤いを提供している農村空間の環境を保全するため、農業者だけ

でなく、地域住民等も含めた多様な主体の参加と協働による、農地・農業用水等の資源

の適切な保全管理や、生態系保全、景観形成等の活動を支援します。

●都市と農村との交流推進

移住・定住ポータルサイト「おかやま晴れの国ぐらし」において、農作業体験などの交流

イベントについて情報発信し、都市と農村の交流を推進します。

●環境保全型農業の推進

化学肥料・農薬を一切使わない「おかやま有機無農薬農産物」栽培など、環境保全型

農業を推進します。

■身近なみどりの創出

●都市と近郊のみどりの創出

自然環境に配慮された公園、学校など公共施設の緑地整備や街路樹、河川等による

みどりのネットワークの形成を促進します。

●緑化推進体制の充実

みどりの少年隊の育成強化、緑の募金活動を進め、緑化推進体制の充実を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

緑の募金総額(万円) 1,876 1,900 ○ ○ ○

【自然との共生おかやま戦略の推進】

■自然との共生おかやま戦略の推進

●自然との共生に関する活動の促進

自然との共生を進めるため、岡山県自然保護センターにおいて、自然環境の保全に関

する普及啓発など、生物多様性地域連携促進法に基づく「地域連携保全活動支援センタ

ー」の機能を担えるよう努めます。
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２ 推進目標

(1) 参加と協働による快適な環境の保全

【協働による環境保全活動の促進】

■環境保全団体等との協働

●環境パートナーシップの形成促進

岡山県地球温暖化防止行動計画に基づく地球温暖化防止活動をはじめとする環境保

全活動に、県民団体、事業者団体、行政が協働して取り組むことを目的とする「エコパー

トナーシップおかやま」の活動を充実させ、環境パートナーシップの形成を促進します。

●ソーシャルビジネスの育成支援

環境問題など、地域や社会の課題をビジネスの手法で解決するソーシャルビジネスの

育成を図るため、支援機関相互の連携を図り、効果的な支援策を実施します。

●都市と農村との交流推進《再掲》

移住・定住ポータルサイト「おかやま晴れの国ぐらし」において、農作業体験などの交流

イベントについて情報発信し、都市と農村の交流を推進します。

●アダプト事業の推進

住民グループ等と県、市町村との協働による道路や河川、海岸、公園等の環境美化活

動(アダプト事業)を推進することにより、美しい空間の創造や環境保全意識の高揚を図り

ます。

●イベント等のエコ化の推進

企画段階からイベントの環境配慮事項をチェックする「グリーンイベントガイドラインおか

やま」の周知と登録促進を図りながら、自然環境への配慮やごみの削減・リサイクル、公共

交通機関等の利用促進など、イベントのエコ化を推進します。

■県民総参加による取組の推進

●アースキーパーメンバーシップ会員の拡大《再掲》

県民・事業者をあげて地球温暖化防止活動を推進するため、自ら省エネ等による環境

負荷低減に向けた目標を定め取り組む県民・事業者をアースキーパーメンバーシップ会

員として募集・登録し、地球温暖化防止活動推進センターや地球温暖化防止活動推進

員が会員の活動を支援します。

●ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（賢い選択）の推進《再掲》

クールビズ・ウォームビズのさらなる浸透・定着をはじめ、家庭や職場で、省エネ・低炭

素型の製品・サービス・行動など、温暖化対策に資するあらゆる“賢い選択＝クールチョイ

ス”が広がるよう、積極的な広報・啓発により一人ひとりのアクションを促していきます。

●エコドライブの推進《再掲》

やさしい発進を心掛けたり、アイドリングストップや、急加速をしないなどの実践に努める

運転者をエコドライブ宣言者として登録し、環境にやさしい自動車運転の推進を図りま

す。
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●県民参加による発電施設設置の普及拡大《再掲》

県民からの寄付や市民ファンド等を活用した市民共同発電所の整備など、身近にある

太陽光等の自然の恵みを電力等のエネルギーに変える県民参加型の取組を広く普及

します。

●「おかやま・もったいない運動」の推進《再掲》

「もったいない」をキーワードとして、ごみを減らす、再使用する、再生利用するという取

組である3Rについて、県民一人ひとりの意識改革と実践活動を促すため、各種イベント

の開催や様々なPR活動などにより、「おかやま・もったいない運動」を推進します。

●マイバッグ運動の推進《再掲》

消費者の立場から実践できる環境にやさしい象徴的な取組として、買い物にマイバッグ

を持参し、レジ袋や包装を断る「マイバッグ運動」を、「岡山県ごみゼロ社会プロジェクト推

進会議」を中心に、各種団体、事業者、行政が一体となって展開します。

●地域の環境美化運動の促進《再掲》

私たちの暮らすまち、山、海などが、きれいで美しい地域として保たれるよう、ボランティ

ア等によるポイ捨てごみ等の清掃活動や花いっぱい活動などの環境美化活動を促進しま

す。

●快適な生活環境の保全

美観や清潔さが保たれた快適な生活環境の実現を目指し、落書き、空き缶等の投棄

や光害などの防止に向けた取組を、市町村とも連携を図りながら、県民や事業者と協働し

て推進します。

●環境技術のアジア協力

アジア地域では、経済成長に伴う環境汚染が顕在化している一方で、法規制・制度の

整備や処理技術のノウハウが不十分な状況にある地域も存在することから、本県の、行政

や事業者等に蓄積された経験や環境技術を活かし、アジア地域における環境問題の改

善に協力します。

【環境学習の充実】

■実践につながる環境学習の推進

●実践的な環境学習の機会の提供

自ら進んで環境に配慮した行動を実践する人づくりのため、子どもから大人まで幅広い

年齢層を対象に、環境学習の機会を提供します。

また、自然保護センターや民間の自然体験施設など、様々な体験の機会の場の情報

提供などを行い、県民に実体験を通じた環境学習の機会を提供します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

環境学習出前講座の協働
324 300以上 ○ ○ ○

実施回数（回）

●移動環境学習車の活用

太陽光発電パネルやビデオモニター、音響機器その他ソーラークッカーや水質検査キ

ットなどの環境学習機材を装備した移動環境学習車を活用し、県内各地で、子どもや地
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域住民等に対する環境学習を行います。

●環境学習エコツアーの実施

環境問題を身近な問題としてとらえるには、現場に接することが重要であるため、資源循

環を推進している先進的企業や廃棄物処理施設・新エネルギー関連施設等を訪問し、見

学・体験するツアーを実施します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

環境学習エコツアー参加者数
43,499 60,000 ○ ○ ○

(人、累計)

●子どもたちの環境活動への支援

子どもたちが、身近な環境問題について正しい認識を持ち、自然観察やリサイクル活動

などに取り組めるよう、こどもエコクラブや水辺の生きもの学習など、地域における子どもた

ちの自主的な環境学習や実践活動を支援します。

●スーパーエンバイロメントハイスクールの指定

廃棄物のリサイクル技術の研究・開発など、環境学習を重点的に行う学校をスーパー

エンバイロメントハイスクールに指定し、カリキュラムの開発、大学や研究機関との効果的

な連携方策等について研究を推進し、課題に気付き、その解決に積極的に取り組むこと

のできる人材の育成を図ります。

■協働で取り組む体制の充実

●環境学習協働推進広場の活動推進

環境ＮＰＯ等の団体や学校、企業、行政等、様々な主体で構成する環境学習協働推進

広場において、環境学習に係る意見交換等を進めながら、相互の連携を深め、それぞれ

の取組を高めるとともに、環境学習出前講座など協働で取り組む活動の推進に努めます。

●環境学習指導者の育成・活用

地域社会において環境学習を担う人材を育成するため、NPO等環境団体、事業者、大

学などとの協働による研修事業等を実施するとともに、育成した人材や専門的知識を有す

る人材等が、地域や学校において広く積極的に活用されるよう、必要な情報提供や体制

づくりに努めます。

■学校教育における環境教育の推進

●教職員に対する環境研修の実施

教職員の環境に関する知識を高め、指導力を養うことにより、学校における環境教育

の推進を図るため、公立の小・中・高等学校及び特別支援学校の新規採用教員全員に

対し、環境教育とその進め方に関する研修を実施します。また、自然と人間のかかわりに

重点を置いた研修を実施するとともに、各学校での各教科・領域において、地域の特色

を生かした環境教育・学習の充実に努めます。
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【景観の保全と創造】

■県土岡山の景観形成の推進

●景観行政団体となる市町村の拡大と連携強化

最も住民に身近な自治体である市町村が中心となって、地域の特色に応じたきめ細

かな景観形成が推進されるよう、景観行政団体となる市町村の拡大を目指すとともに、

景観行政団体等で構成する連絡会議を開催し、市町村との連携強化を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

景観行政団体の数（市町村）
8 10 ○

●瀬戸内海の自然景観及び文化的景観の保全《再掲》

本県における瀬戸内海の自然景観の核心的地域として瀬戸内海国立公園に指定され

ている鷲羽山、金甲山、王子ヶ岳、渋川海岸、笠岡諸島等の地域について、優れた自然

景観が適正に保全されるよう規制の徹底等を図ります。また、緑地等や自然景観と一体と

なった史跡、名勝、天然記念物等の保全などにより、瀬戸内海特有の優れた自然景観の

保全に努めます。

●電線類地中化の推進

都市景観の向上、安全で快適な通行空間の確保、都市災害の防止、情報通信ネットワ

ークの信頼性の向上を図るため、無電柱化に係るガイドラインに基づき、国や市町村、電

力及び通信事業者等と協力して電線類の地中化を進めます。
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(2) 環境と経済が好循環する仕組みづくり

【グリーン成長の推進】

■新エネルギーの推進

●太陽光発電の導入促進《再掲》

晴れの国の特長を生かした太陽光発電については、自家消費型の利用や、災害時・緊

急時の自立型電源としての活用へも関心が拡がりつつあり、今後、家庭や地域等において

一層の導入が進むよう、取組を推進します。

●小水力発電の導入促進《再掲》

中山間地域をはじめとする県内の河川や農業用水、さらには排水など多様な水資源を

活用して地域で使用する電力を生み出すため、国に対する規制改革促進の働きかけ等を

進めながら、市町村やNPO等と連携して小水力発電の導入を促進します。

●木質バイオマスのエネルギー利用推進《再掲》

未利用間伐材等を利用した木質バイオマス発電や木質バイオマスボイラーの導入な

どにより、エネルギー転換を促進するとともに、木質バイオマスを安定供給できる体制づく

りを促進します。

●電気自動車等（EV・PHV・FCV）の普及と技術開発

新エネルギーの高度利用につながるとともに、身近な生活シーンで使用でき、新エネ

ルギーの意義であるCO2削減効果などの理解にも役立つ電気自動車等については、そ

の普及と技術開発を推進するとともに、EV・PHVタウンの選定自治体として、積極的な取

組を進めます。

●中小企業の新エネルギー設備導入の支援

岡山県中小企業者向け融資制度により、県内中小企業者等の新エネルギー利用等の

促進に関する特別措置法の規定に基づく「新エネルギー利用等」を行う設備の設置や事

業用のクリーンエネルギー自動車及び充電設備等の購入に必要な資金を融資します。

■環境等関連分野の産業の振興

●循環型産業クラスターの形成

循環型社会の形成のため、今後の成長が見込まれる環境関連分野において、企業と支

援機関で構成する産業クラスターを形成し、競争力のある製品の研究開発と企業による事

業化を促進します。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

循環型産業クラスターで開発さ
12 17 ○ ○

れた製品の数（件、累計)

●新エネルギー産業クラスターの形成《再掲》

今後の成長が見込まれる新エネルギー関連分野において、産学官で構成される新エネ

ルギー産業クラスターを形成し、競争力のある新技術・新製品の研究開発と事業化を促進
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します。

●木質バイオマスの活用推進

未利用間伐材や製材端材等の木質バイオマスからセルロースナノファイバーなど次世

代新素材の開発を促進するとともに、用途開発を進め、バイオマス関連産業の創出を図り

ます。

●循環型社会形成推進モデル事業の推進《再掲》

先進的なリサイクル施設等の整備や新たなリサイクル技術の開発等を支援する循環型

社会形成推進モデル事業(地域ミニエコタウン事業)を推進します。

●3Rに関する広域ネットワークの形成《再掲》

中四国圏域を中心とした3Rに関する新技術やビジネスモデル、各種循環資源に関す

る情報提供、マッチングの実施、展示商談会の開催などにより、県境を越えた広域的な

3Rのネットワーク形成を図ります。

■環境と好循環した農林水産業の振興

●環境保全型農業の推進《再掲》

化学肥料・農薬を一切使わない「おかやま有機無農薬農産物」栽培など、環境保全型

農業を推進します。

●魅力ある林業の実現

森林経営の集約化や、林道等生産基盤の整備を行うことにより、持続可能な魅力ある

林業の実現を図ります。

また、県産材の需要拡大や木質バイオマスの利用促進を図り、林業・木材産業の活性

化を通じて、森林の適正な整備を促進します。

■グリーン購入等の推進《再掲》

●「岡山県グリーン調達ガイドライン」に基づく取組の推進《再掲》

毎年度、新たな製品等に対応した岡山県グリーン調達ガイドラインを定め、県が率先し

てグリーン調達に努めることにより、県内の事業者等のグリーン購入を促進します。

●「岡山県エコ製品」の認定・周知《再掲》

県内で生産されているリサイクル製品等を「岡山県エコ製品」として認定・公表するととも

に、これらの製品を積極的に展示・PRし、県内におけるグリーン購入等の一層の普及拡

大に努めます。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

岡山県エコ製品の認定品目数
350 352 ○ ○ ○

(品目、累計)

●「岡山エコ事業所」の認定・周知《再掲》

グリーン調達やゼロエミッションに積極的な県内事業所を「岡山エコ事業所」として認定

・公表するとともに、県民や事業者、市町村等への積極的なPRに努め、環境にやさしい企

業づくりを推進します。
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項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

岡山エコ事業所の認定件数
264 285 ○ ○ ○

(件、累計)

■省エネルギー住宅・省エネルギー型機器等の普及拡大《再掲》

●省エネルギー住宅の普及拡大《再掲》

インターネットでの情報発信等を通じ、省エネ対策（性能）の度合いなどを評価する住宅

性能表示制度などの認知度の向上を図ることにより、省エネルギーに配慮した住宅づくり

を普及啓発します。

●省エネルギー型機器等の普及拡大《再掲》

「エコパートナーシップおかやま」や「アースキーパーメンバーシップ」会員等を通じて、

太陽熱利用システムや高効率給湯器の導入、照明器具のLED化、冷蔵庫、エアコン等の

買い換え時の省エネ型機器の積極的な選択を促すとともに、HEMS等を活用した家庭の

消費電力の「見える化」を推進し、家庭におけるエネルギー消費量の削減を図ります。

【環境に配慮した事業者の育成・拡大】

■環境マネジメントシステムの普及拡大

●環境マネジメントシステムの普及拡大

環境マネジメントシステムであるISO14001やエコアクション21の認証取得者には、公共

工事や物品調達等での入札参加資格において優遇措置を講じるとともに、優良産廃処

理業者認定制度の優良認定項目となっていることを周知します。あわせて中小企業等も

取り組みやすいエコアクション２１認証・登録の支援等を通じて、県内事業者への普及拡

大を図ります。

項 目
現 状 努力目標 役 割 分 担

H27(2015) H32(2020) 県 民 事業者 行 政

エコアクション２１認証・登録事業
79 200 ○ ○ ○

者の数（事業者、累計)

■CSR(企業の社会的責任)活動の普及

●中小企業の環境対策の促進

岡山県中小企業者向け融資制度により、県内中小企業者などの公害防止施設の整備

や省エネルギー施設の設置等に必要な資金及び新エネルギー利用等の促進に関する

特別措置法の規定に基づく「新エネルギー利用等」を行う設備の設置等に必要な資金を

融資します。
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１ 基本的な考え方

(1) 推進体制

県民、事業者、行政が一体となり、目的や目標だけでなく、成果と課題も共有し、

それらの共通認識を持ち関係団体間のネットワーク化も図りながら、協働による計

画の推進を行います。そのため、県民、NPOなど各種団体、事業者等に参加いた

だき意見交換を行う会議を定期的に開催するとともに、本計画に基づく取組のう

ち、県民、事業者、行政が特に緊密な連携のもとに取り組むべき地球温暖化防止、

ごみゼロ社会づくり、自然との共生などについては、関係者等により構成されるプロ

ジェクト推進会議を中心に、強力な推進を図ります。

また、複雑化、多様化が進んでいる環境問題に対応するため、県庁内に設置し

た部局横断型組織である環境基本計画推進連絡会議などにおいて、行政のあら

ゆる分野の施策・事業における、環境への配慮がなされるよう、本計画に掲げる施

策全体の進捗を管理するとともに部局間の連携・調整を図りながら、環境関連施策

を推進していきます。

さらに、岡山県環境審議会に設置した政策部会において、高度で専門的な立場

から、本計画に掲げる施策・事業の進め方や進捗状況等について必要な指導助

言をいただきながら、総合的かつ計画的に推進します。
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(2) 継続的改善

計画の推進に当たっては、施策の進捗状況や指標の達成状況、環境審議会等

からの意見を踏まえ、施策等の見直しをPDCAサイクルにより行い、実効性を確保し

ます。

２ 進捗状況等の公表

計画に掲げた各種施策・事業の進捗状況や指標の達成状況などを的確に把握

し、その結果を毎年度、岡山県環境白書や県のホームページ等により広く公表しま

す。

公表に当たっては、県の施策の実施状況や成果がより分かりやすく説明され、

県民や事業者と行政とのパートナーシップの形成に役立つよう、利用しやすい形に

整理するなど内容の充実を図ります。

３ 計画の見直し

社会情勢の大きな変化や環境保全に係る新たな課題の発生など、計画の見直

し時点で想定されていない事象等に対応する必要が生じた場合、適時適切に本

計画の見直しを行うこととします。
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［数字・アルファベット］
3R
スリーアールと読む。廃棄物の発生抑制(リデュ
ース、Reduce)、再使用(リユース、Reuse)、再生
利用(リサイクル、Recycle)の3つの頭文字をとっ
たもの。平成11(1999)年の産業構造審議会に
おいて「循環型経済システムの構築に向けて」
(循環経済ビジョン)が取りまとめられ、その中で
従来のリサイクル対策を拡大して廃棄物の発生
抑制や再使用を含んだ3Rの取組を進めていく
ことが必要であると提言された。これを受け、以
後、廃棄物・リサイクル法体系が順次整備され
た。

6次産業化
農業者等が地域内で生産（1次産業）された新
鮮で良質な農林水産物を素材として製品加工
（2次産業）することによって付加価値を高め、流
通・販売（3次産業）すること。本県では、6次産
業化により、農林水産業の総合産業化を図り、
農山漁村地域における所得の増大や雇用の場
の創出など、地域活性化につながるよう努めて
いる。

BEMS
ビル･エネルギー管理システム(Building
Energy Management System)の略。業務用ビル
や工場、地域冷暖房といったエネルギー設備
全体の省エネ監視・省エネ制御を自動化・一元
化するシステム。これにより建物内のエネルギ
ー使用状況や設備機器の運転状況を一元的
に把握し、その時々の需要予測に基づいた最
適な運転計画をすばやく立案、実行でき、きめ
細かな監視制御によって、人手をかけることな
く、建物全体のエネルギー消費を最小化できる。

BOD
Biochemical Oxygen Demand。生物化学的酸素
要求量。水中の有機物を微生物が分解する際
に消費される酸素の量で、河川の有機汚濁を
測る指標。有機汚濁物質が多くなると高い数値
を示す。

COD
Chemical Oxygen Demand。化学的酸素要求
量。水中の有機物を酸化剤で化学的に分解す
る際に消費される酸素の量で、湖沼、海域の有
機汚濁を測る指標。有機汚濁物質が多くなると
高い数値を示す。湖沼、海域では、植物プラン
クトンによる影響等を避けるため、BODではなく
CODが用いられる。

COOL CHOICE（クール チョイス）
平成42(2030)年度の温室効果ガスの排出量を
平成25(2013)年度比で26％削減するという目標
達成のために、日本が世界に誇る省エネ・低炭
素型の製品・サービス・行動など、温暖化対策
に資するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動。

COP
条約における締約国会議(Conference of the
Parties)。気候変動枠組条約や生物多様性条
約などの会議がある。

CSR
Corporate Social Responsibility。持続可能な社
会を構築するため、社会を構成する一員である
企業は、経済だけでなく、社会、環境、人権、コ
ンプライアンスなど様々なテーマに積極的に取
り組み、責任を果たすべきであるという考え方。

ESD
持続可能な開発のための教育（Education for
Sustainable Development）の頭文字を取った略
称。「わが国における「ESDの10年」実施計画」
では、ESDを「一人ひとりが、世界の人々や将来
世代、また環境との関係性の中で生きているこ
とを認識し、行動を変革するための教育」と定義
している。

EV・PHV・FCV
「EV」は電気自動車（Electric Vehicle）。「PHV」
はプラグインハイブリッド車（Plug-in Hybrid
Vehicle）で、家庭用電源からコンセントプラグで
直接充電できるハイブリッド車。「FCV」は燃料
電池自動車（Fuel Cell Vehicle）のことで、水素
と酸素を化学反応させて電気をつくる燃料電池
を動力源とする自動車。

EV・PHVタウン
自治体と、地域企業が連携して、次世代自動車
の導入や充電インフラの整備、普及啓発にチャ
レンジし、次世代自動車普及モデルとなる地域
として、国（経済産業省）が選定。本県は、平成
22(2010)年12月に選定されている。

HEMS
家庭用のエネルギー管理システム（Home Energy

Management System）の略。住宅内のエネルギー
消費機器等をネットワーク化し自動制御等を行
うもの。民生部門における省エネルギーと地球
温暖化への対策技術として期待されている。

ISO14001
ISO(国際標準化機構、International Organization

for Standardization)の環境マネジメントシステム
(後述)規格。Plan(計画)、Do(実行)、Check(点検
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･評価)、Act(改善)といった一連のPDCAサイク
ルを回すことによって継続的な環境改善を図る。

J（ジュール）
仕事量･熱量･エネルギーの単位。1MJ(メガジュ
ール)は100万ジュール、1GJ(ギガジュール)は10
億ジュール。例えば、こまめにテレビ(液晶32V
型)を消し1日の視聴時間を1時間短くするととも
に、エアコンの冷房温度を1℃上げ、暖房温度
を1℃下げるとともに運転時間をそれぞれ1時間
短縮すると、1年間ではエネルギーを約
570MJ(0.57GJ)削減できる。((財)省エネルギー
センター｢家庭の省エネ大辞典｣より作成)

LED
Light Emitting Diode。発光ダイオード。電圧を
加えた際に発光する半導体素子で、電気エネ
ルギーを直接光エネルギーに変換するため、エ
ネルギー効率が高く長寿命という特長がある。

NPO
Non Profit Organization。日本語では、非営利
組織と訳される。ここで非営利とは、対価を得な
いという意味ではなく利益を分配しないという意
味である。組織は、国または都道府県知事の認
証を得て法人格を取得することができる。

PCB
Poly Chlorinated Biphenyl。ポリ塩化ビフェニル
の略称。熱分解しにくい、電気絶縁性が高いな
どの性質を有することから、電気機器の絶縁油
やノンカーボン紙など様々な用途に使用されて
いたが、昭和43(1968)年にPCBの混入した米ぬ
か油が原因で、西日本を中心に大規模な食中
毒事件(カネミ油症事件)が発生し大きな社会問
題となるなど、生物の体内に蓄積されて有害な
作用を引き起こすことが判明し、昭和49(1974)
年には製造・輸入が禁止された。無害化処理施
設の設置が困難であったことから、PCBを含む
製品は廃棄物となった後も各事業者等によって
保管されていたが、平成13(2001)年に施行され
たPCB処理特別措置法に基づき、国主導で全
国5か所に処理施設が整備されるなど、PCB廃
棄物の適正な処理が進められている。

pH
溶液中の水素イオン濃度の表し方の一つ。pH
（ピーエッチ，ペーハー）で表す。水素イオンの
モル濃度の逆数の常用対数として定義される。
酸性でpH＜7，中性でpH＝7，アルカリ性でpH
＞7 となる。

PRTR
Pollutant Release and Transfer Register。環境
汚染物質排出移動登録の略称。人の健康や生

態系に有害なおそれのある化学物質につい
て、事業所から環境(大気、水、土壌)に排出し
た量と廃棄物として処理するために事業所外に
移動させた量を、事業者が自ら把握して届け出
るとともに、行政機関がこれらのデータを公表す
ることにより、事業者による有害化学物質の自
主的な管理の改善を促進し、環境保全上の支
障の未然防止を図るための手法。我が国では、
平成11(1999)年に特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促進に関する
法律(化管法)が制定され、平成14(2002)年4月
から本制度が本格的に導入された。

ZEB
Net Zero Energy Building。できる限りの省エネ
ルギーと再生可能エネルギーの導入（エネルギ
ーを創ること）により、年間で消費するエネルギ
ー量が正味でゼロとなる建築物。

［ア行］
アースキーパーメンバーシップ
地球温暖化防止のための様々な環境負荷低減
活動について、県民・事業者が自らの取組目標
を定め、実行する会員を募集、登録して、地球
温暖化防止活動の普及を図ることを目的に、平
成14(2002)年9月に岡山県が創設した制度。

愛知目標
平成22（2010）年10月に愛知県名古屋市で開
催された生物多様性条約第10回締約国会議
(COP10)で採択された「生物多様性を保全する
ための戦略計画2011-2020」の中核をなす世界
目標。この会議で各国に求められる行動が20に
まとめられ、愛知目標（愛知ターゲット）と名づけ
られた。

亜硝酸性窒素
化合物のなかに亜硝酸塩として含まれている窒
素のことを亜硝酸性窒素と言う。水中では亜硝
酸イオンとして存在する。地下水汚染の原因物
質の一つ。 硝酸性窒素と同様、肥料や家畜
のふん尿や生活排水に含まれるアンモニウム性
窒素が酸化されたもので、きわめて不安定な物
質で、好気的環境では硝酸塩に、嫌気的環境
ではアンモニウム塩に速やかに変化する。

アスエコ
県民が誰でも気軽に利用できる環境学習センタ
ーとして、公益財団法人岡山県環境保全事業
団が岡山市北区下石井に設置している施設の
愛称。平成19(2007)年6月に開所した。

アスベスト
石綿(イシワタまたはセキメン)ともいわれ、天然
に産する鉱物繊維。耐熱性、耐薬品性、絶縁性
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等の諸特性に優れているため、建設資材、電気
製品、自動車、家庭用品等多くの用途で使用さ
れてきた。しかし、平成17(2005)年7月以降大手
企業から健康被害についての公表がなされ、住
民の健康への不安が高まったことから、吹付け
アスベストやアスベスト含有保温材・断熱材等の
除去について規制が強化されるとともに、平成
18(2006)年9月から原則全面使用禁止となっ
た。

アダプト（adopt）
県民・企業・各種団体等が道路や河川などの公
共施設を養子とみなし、定期的に清掃や緑化
活動を行う活動。

硫黄酸化物（SOx）
石油や石炭など硫黄分を含んだ燃料や原料が
燃えることにより発生する二酸化硫黄(SO2)、三
酸化硫黄(SO3)、硫酸ミストなどの総称。二酸化
硫黄は呼吸器への悪影響があり、ぜんそくなど
を引き起こす。また、酸性雨の原因物質となる。
このため、環境基本法に基づき環境基準が定
められている。また、大気汚染防止法では排出
基準を定め、さらに総量規制も実施している。

一級河川
国土保全上又は国民経済上特に重要で、政令
で指定した水系に係る河川で、一級河川として
政令で指定したものをいう。その総合利用、改
修、維持管理等については国土交通大臣の管
理下におかれ、国土交通大臣の指定する区間
については、所轄の都道府県知事が管理する
ものである。

一般廃棄物
家庭から排出される廃棄物など、産業廃棄物以
外の廃棄物をいう。

ウォームビズ
暖房時のオフィスの室温を20℃以下にした場合
でも、ちょっとした工夫により「暖かく効率的に格
好良く働くことができる」というイメージを分かり
やすく表現した、秋冬の新しいビジネススタイル
の愛称。重ね着をする、温かい食事を摂る、な
どがその工夫例。

エコアクション21
ISO14001規格をベースとして環境省が策定し
た、中小事業者、学校などでも取り組みやすい
環境マネジメントシステム。

エコタウン
ゼロエミッション(後述)を基軸として、環境調和
型の地域経済形成の観点から先進的なまちづ
くりの推進を目的とする制度。

エコツアー
自然環境や歴史文化を対象とし、それらを体験
し学ぶとともに、対象となる地域の自然環境や
歴史文化の保全に責任を持つ観光の在り方で
ある「エコツーリズム」の考え方を実践するため
のツアー。

エコドライブ
急発進・急加速をしないなど、車の運転方法を
少し工夫することで燃費を改善させる環境に配
慮した運転。

エコロジカルネットワーク
多様な生態系と野生生物すべてを、厳正な保
護地域指定から緩やかな土地利用誘導まで組
み合わせて、地域を複合生態系として保全する
ための手法の一つ。

岡山エコタウンプラン
岡山県循環型社会形成推進条例の実行行動
計画となる基本構想であり、先進的な環境と経
済が調和したまちづくりを推進するためのプラ
ン。具体的には、水島地域で育成された新技術
により、産業廃棄物である建設木くずから高品
位炭を製造する環境ビジネスを基軸として、「環
境と調和したまちづくり」を推進するもの。全国
で20番目のエコタウンプランとして、平成16
(2004)年3月、経済産業省、環境省の承認を受
けた。

岡山県環境審議会
環境基本法に基づいて設置された審議会で、
学識経験者及び関係行政機関職員40人以内
で構成される。審議会では、県の環境の保全に
関して基本的事項を調査審議することとなって
いる。

岡山県環境保全事業団
県内において環境保全のための各種事業を展
開し、県民の健康で文化的な生活の確保に寄
与することを目的として昭和49(1974)年に設立
された公益財団法人。産業廃棄物最終処分場
の設置・運営、各種調査分析、地球温暖化防
止活動、コンサルティング事業などを行ってい
る。

岡山県ごみゼロ社会プロジェクト推進会議
廃棄物の発生抑制、再使用及び再利用を県
民、事業者、行政の役割分担のもと県民総ぐる
みで推進するために設置された組織。

岡山県産業廃棄物処理税
産業廃棄物の発生抑制、リサイクルの促進、最
終処分量の減量化を図るため、平成15(2003)年
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４月から導入した法定外目的税で、排出事業者
又は中間処理業者（最終処分場に産業廃棄物
を搬入する者）を納税義務者として、最終処分
場への搬入量１トンにつき1,000円の課税を行っ
ている。税収は、循環型社会の構築を推進する
ため、「産業活動の支援」、「適正処理の推進」、
「意識の改革」の３つの使途を柱として各種事業
に活用している。

岡山県地球温暖化防止行動計画
県内の温室効果ガスの排出量削減目標や、各
主体の排出抑制の取組など、県としての地球温
暖化対策の全体像を明らかにした計画。「地球
温暖化対策の推進に関する法律」に基づき策
定しているもので、平成28(2016)年度に見直し
を行い、同42(2030)年度までを期間とする計画
としている。なお、この計画（区域施策編）ととも
に、県自らの事務事業に伴う排出量の削減を図
るための計画（事務事業編）を別途策定してい
る。

岡山県廃棄物処理計画
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づ
き、県内の廃棄物の減量化、リサイクルや適正
処理の推進等に関し、目標の設定やその達成
に向けた基本施策の方向性などを定めたもの。

おかやま新エネルギービジョン
新エネルギーの普及拡大を、地球温暖化防止
だけでなく産業振興や地域活性化にも結びつ
けるため、県民、市町村、企業など多様な主体
の協働による取組を加速することを目的に、平
成23（2011）年3月に策定した県独自の計画。平
成28(2016)年度に一部見直しを行い、取組を推
進している。

おかやま・もったいない運動
平成18(2006)年度から、循環型社会の形成に
向けた３Ｒ（スリーアール）（「ごみを減らす（リデ
ュース）」、「再使用する（リユース）」、「再生利用
する（リサイクル）」）の取組を全県的に推進する
ため、実施している運動。

おかやま森づくり県民税
森林の保全を目的とした岡山県独自の環境税
制として、平成16(2004)年2月、高知県に次いで
全国2番目に導入した。個人は年額500円、法
人は資本などの規模に応じて年額1,000円～4
万円を県民税（均等割）に加算して納める仕組
みとなっている。

おかやま森づくりサポートセンター
県民が育て、楽しむ森づくりを推進することを目
的に平成24(2012)年度に設立。森林ボランティ
アグループの活動支援、森づくり活動を体験で

きる行事の開催、森づくりサポーターの紹介等
の活動を行っている。

オゾン層破壊
成層圏のオゾン層が、フロンなどの化学物質に
よって壊される現象。オゾン層は有害な紫外線
を吸収し地球上の生物を守っている。オゾン層
破壊が進むと、皮膚がんの増加、農作物への
悪影響が考えられている。

温室効果ガス
太陽光により加熱された地表面は赤外線の熱
放射をするが、大気中には赤外線を吸収する
気体があり、地球の温度バランスを保っている。
これらの気体を温室効果ガスと呼ぶ。「地球温
暖対策の推進に関する法律」では、二酸化炭
素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカ
ーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫
黄、三ふっ化窒素の７物質が温室効果ガスとし
て定められている。

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度
エネルギー使用量の多い県内事業者等が、温
室効果ガスの排出削減計画を作成の上、年間
の排出量と計画に基づく取組の状況を県に報
告し、県においてそれを公表するもの。「岡山県
環境への負荷の低減に関する条例」に基づく県
の制度。

［カ行］
カーボンニュートラル
植物は、大気中のCO2を取り込んで光合成によ
り幹や葉などを作る。そのため、植物由来の燃
料(薪、木炭、バイオエタノールなど)を燃やして
CO2を排出させても、化石燃料と異なり、排出さ
れるCO2はもともと空気中に存在したものである
ため、大気中のCO2の増減には影響を与えない
という考え方。

外来生物
人の手によって意図的・非意図的に本来の生
息地・生育地でない地域に持ち込まれた生物。

合併処理浄化槽
し尿と生活雑排水（台所，風呂，洗濯等に使用
した水）を戸別にまとめて処理する浄化槽。従
来のし尿のみを処理する単独処理浄化槽に比
べて，河川等公共水域の汚濁を軽減する効果
がある。

環境影響評価（環境アセスメント）
事業の実施が環境に及ぼす影響について、事
業者自らが環境の構成要素ごとに調査、予測
及び評価を行うとともに、その事業に係る環境
の保全のための措置を検討し、その措置が講じ
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られた場合における環境影響を総合的に評価
すること。

環境学習協働推進広場
環境保全活動に取り組むＮＰＯ等の団体や学
校、企業等が集い、効果的な環境学習を協働
して推進する場として、平成20(2008)年度に県
が設置したもの。小学校等での環境学習出前
講座や、参加団体相互の情報共有・意見交換
等の活動を行っている。愛称は「かんきょうひろ
ば」。

環境基準
人の健康を保護し、及び生活環境を保全する
上で維持されることが望ましい基準として、物質
の濃度や音の大きさというような数値で定められ
ているもの。この基準は、公害防止対策を進め
ていく上での行政上の目標として定められるも
ので、ここまでは汚染してもよいとか、これを超
えると直ちに被害が生じるといった意味で定め
られるものではない。典型7公害のうち、振動、
悪臭及び地盤沈下を除く大気汚染、水質汚
濁、土壌汚染及び騒音の4つについて環境基
準が定められている。

環境基準類型あてはめ
水質汚濁の生活環境項目および騒音の環境基
準については、全国一律の環境基準値を設定
していない。国において類型別に基準値が示さ
れ、これに基づき都道府県が河川等の状況や、
騒音に関係する地域の土地利用状況や時間帯
等に応じてあてはめ、指定していく方式となって
いる。

環境効率性
経済活動の評価に環境保全における効率性の
視点を導入する上での指標となるもの。生産さ
れた物や提供されたサービスの量をそれに伴う
環境負荷量で割ることにより算出する。

環境コミュニケーション
環境問題について、企業、住民、行政等の関
係者の間で情報共有や対話を図ることにより、
問題の未然防止や解決などに結びつけようとす
ること。環境負荷や環境保全活動等に関する情
報についての一方的な提供ではなく、関係者の
意見を聴き、討議することにより、持続可能な社
会の構築に向けて関係者が互いにパートナー
シップを確立するための試みとして実施されて
いる。

環境定期券
土曜、休日などのマイカー利用の削減とバス利
用促進により、市街地中心部の交通渋滞の緩
和や排ガスの削減などを図るための通勤定期

券所持者への運賃割引制度。

環境放射線
人間の生活空間にある様々な放射線。これらの
放射線源には，宇宙線，大地及び食物からの
自然放射線と，エックス線利用，核実験及び原
子力発電所などによる人工放射線の３通りがあ
る。

環境保全型農業
農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性と
の調和などに留意しつつ、土づくり等を通じて
化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽
減に配慮した持続的な農業。

環境マネジメントシステム
企業等の事業組織が環境法令等の規制基準を
遵守するだけでなく、自主的、積極的に環境保
全のためにとる行動を計画・実行・評価すること
であり、(1)環境保全に関する方針、目標、計画
等を定め、(2)これを実行、記録し、(3)その実行
状況を点検して、(4)方針等を見直すという一連
の手続。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC)
Intergovernmental Panel on Climate Change。
世界気象機関(WMO)と国連環境計画(UNEP)と
の協力のもと、昭和63(1988)年に設立された機
関。CO2等の温室効果ガスの増加に伴う地球温
暖化の科学的、社会・経済的評価を行い、得ら
れた知見を政策決定者をはじめ広く一般に利
用してもらうことを目的としている。平成19(2007)
年、気候変動に関する知識の増大、普及等へ
の貢献が評価され、元アメリカ副大統領アル・ゴ
ア氏とともにノーベル平和賞を受賞した。

京都議定書
地球温暖化防止に関する国際的取組を協議す
るため、平成9（1997)年12月、日本が議長国とし
て京都で開催された「気候変動枠組条約第3回
締約国会議(COP3)」において採択され、削減
すべき温室効果ガスの種類(CO2など6種類)、国
別の削減数値目標や削減方策等が定められた。

クールビズ
冷房時のオフィスの室温を28℃にした場合で
も、「涼しく効率的に格好良く働くことができる」と
いうイメージを分かりやすく表現した、夏の新し
いビジネススタイルの愛称。「ノーネクタイ・ノー
上着」スタイルがその代表。

グリーン・イノベーション
環境・エネルギー分野における革新的な技術
開発や生活・社会システムの転換及び新産業
の創出により、環境と経済が両立した低炭素社
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会の構築に貢献するもの。

クリーンエネルギー自動車
国（経済産業省）の補助制度においては、電気
自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電
池自動車、クリーンディーゼル自動車の４種類
がクリーンエネルギー自動車として補助の対象
とされている。

グリーン購入
環境への負荷が少ない製品やサービスを優先
的に購入すること。平成12(2000)年5月に国等
による環境物品等の調達の推進等に関する法
律(通称：グリーン購入法)が成立し、国の諸機
関ではグリーン購入が義務付けられている。県
においては、岡山県循環型社会形成推進条例
に基づき毎年度岡山県グリーン調達ガイドライ
ンを策定し、グリーン購入を行っている。

クリーンライフ100構想
汚水処理施設整備率100％を目指し、汚水処
理施設の整備をより一層効率的かつ適正に進
めるため、市町村が地域の実情を踏まえて策定
した計画を取りまとめた本県における汚水処理
施設の整備に関する総合的な計画。下水道、
集落排水及び合併処理浄化槽の汚水処理施
設の整備は、この構想に従い実施されている。

景観行政団体
景観法に基づき、景観行政を担う主体となる自
治体。政令市、中核市、都道府県は自動的に
景観行政団体となり、その他の市町村は、都道
府県知事との協議を経て景観行政団体になる。
景観行政団体は、景観計画の策定、景観重要
建造物及び景観重要樹木の指定、景観協定の
認可等の独自の景観行政を行うことができる。

光化学オキシダント
工場や自動車から排出された炭化水素(揮発性
有機化合物等)や窒素酸化物が、太陽の強い
紫外線の作用を受けて化学反応することにより
生成される酸化性物質(オゾン、パーオキシアセ
チルナイトレートなど)の総称。粘膜への刺激、
呼吸への影響といった健康影響のほか、農作
物などへも影響を与える。光化学オキシダント
の発生は気温、風速、日射量などの気象条件
の影響を大きく受け、日射が強くて気温が高く、
風の弱い日の日中に発生しやすい。

高度化光ビーコン
通過車両を感知して交通量等を測定するととも
に、車載装置と交通管制センターの間のやり取
りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置
で、通信容量の拡大に対応したもの。

国定公園
国立公園に準ずる優れた自然風景地として環
境大臣が自然公園法に基づき指定したもの。
岡山県内では氷ノ山後山那岐山国定公園
（15,024ha）が昭和44(1969)年4月に指定され
た。

国立公園
日本の風景を代表する傑出した自然風景地と
して環境大臣が自然公園法に基づき指定した
もの。岡山県内では瀬戸内海国立公園
（4,963ha）が昭和9(1934)年3月に、大山隠岐国
立公園（6,534ha）が昭和38(1963)年4月に指定
された。

固定価格買取制度
再生可能エネルギー源（太陽光・風力・水力（３
万kW未満）・地熱・バイオマス）を用いて発電さ
れた電気を、一定期間、国が定める価格により
電気事業者が買い取ることを義務付けた制度。
「電気事業者による再生可能エネルギー電気の
調達に関する特別措置法」に基づくもの。電気
事業者が買取りに要した費用は、電気料金の
一部として、国民が負担する賦課金によって賄
われる。

こどもエコクラブ
幼児（3歳）から高校生が大人のサポーターとと
もに環境保全について自主的に学び、活動す
るクラブ。平成22(2010)年11月の国の事業仕分
けにより、平成23(2011)年度から、事業主体が
(公財)日本環境協会に移行している。

ごみゼロガイドライン
岡山県循環型社会形成条例の規定に基づき、
県内で大量に排出される産業廃棄物を循環資
源として指定し、排出抑制の目標、事業者が取
り組むべき事項、必要な県の施策等を定めた指
針。指定した循環資源の排出事業者は、指針
に沿った取組を行うよう努めることとされている。
現在、「汚泥」、「鉱さい」、「ばいじん」、「燃え
殻」及び「廃プラスチック」についてガイドライン
を策定している。

［サ行］
最終処分場
廃棄物は、資源化又は再生利用される場合を
除き、最終的には埋立処分される。産業廃棄物
の場合は、埋め立てる産業廃棄物の環境に与
える影響の度合いによって、遮断型処分場、管
理型処分場、安定型処分場の三つのタイプに
分けられる。

再生可能エネルギー
エネルギー源として永続的に利用することがで
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きる再生可能エネルギー源を利用することによ
り生じるエネルギーの総称。具体的には、太陽
光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマスなど
をエネルギー源として利用することを指す。

里海
里山と同じように、人々の生活と結びつき、適度
な人の力が加わることによって、環境や生物の
生産力と多様性が維持されている身近な生活
圏内の海のこと。海と人との望ましいつきあい方
を表す言葉として、最近使用されるようになって
いる。

里地・里山
都市地域と原生的自然との中間に位置し、様
々な人間の働きかけを通じて環境が形成されて
きた地域。雑木林、水田、畑地、小川といった
身近な自然が存在しているばかりでなく、生物
多様性の保全の観点からも注目されているが、
近年、都市化の進展や過疎化・高齢化等に伴う
農業形態の変化等により、その維持が困難にな
っている。

産業クラスター
クラスターとは、ブドウなどの房のこと。産業クラ
スターとは、競争力のある産業や技術を核に、
関連する様々な業種の企業とこれを支援する機
関(大学、研究機関、産業支援機関等)が、ブド
ウの房のように近接しながら有機的なネットワー
クを形成し、特定の製品・サービスにおいて競
争力のある集団を形成している状態のこと。

産業廃棄物
事業活動に伴って生じたごみのうち、燃え殻、
汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック
類など21種類の廃棄物をいう。大量に排出さ
れ、また処理に特別な技術を要するものも多い。

産業廃棄物監視指導員
県が産業廃棄物の不法投棄等の監視業務を行
うため、警察ＯＢに委嘱して県下９事務所に配
置している職員。

酸性雨
化石燃料などの燃焼で生じる硫黄酸化物や窒
素酸化物などが大気中に取り込まれて生じる酸
性の雨のこと。通常pH5.6以下のものをいう。欧
米では、湖沼や森林などの生態系に深刻な影
響を与え、国境を越えた問題となっている。

指針値
法的な拘束力を持った基準ではなく、環境目標
値の一つとして環境中の有害物質による健康リ
スクの低減を図るための指針となる数値。環境
調査結果の評価に当たっての指標や事業者が

排出抑制対策を行う際の指標としての機能を果
たすことが期待される。

自然環境保全地域
自然環境保全法に基づいて、国が、優れた自
然環境を維持している地域を自然環境保全地
域として指定する場合と、岡山県自然保護条例
に基づき、県が指定する場合がある。県自然環
境保全地域は、天然林や野生生物の生息地、
湖沼、湿原など優れた自然の地域で10ha以上
のもので、現在３地域を指定している。

自然公園
昭和6(1931)年に国立公園法が制定され、我が
国を代表する優れた自然の風景地の保護と利
用を図るため、瀬戸内海国立公園をはじめとす
る国立公園が指定された。昭和32(1957)年から
は自然公園法と名称が変わり、現在では国立
公園、国定公園、都道府県立自然公園を総称
して自然公園と呼んでいる。

自然公園指導員
国立公園及び国定公園の保護とその適正な利
用の促進のため、公園利用者に対し公園利用
の際の遵守事項、マナー、事故防止等の必要
な助言及び指導を行うとともに、必要な情報の
収集及び提供を行う。

自然保護推進員
都市化の進展と自然志向が高まるなかで、適正
な自然の保護と正しい自然観など、自然保護思
想の普及及び美しい郷土の保全を図るため、
昭和56(1981)年度から設置している。

自然保護センター
県民の自然への理解を深め、自然の保護につ
いての認識を高めるために平成3(1991)年に岡
山県が和気郡和気町に設置した施設。自然観
察会をはじめとする普及啓発、自然保護に関す
る人材育成、調査研究などの活動を行ってい
る。

指定管理鳥獣捕獲等事業
環境大臣が定めた鳥獣（指定管理鳥獣）につい
て、都道府県又は国が捕獲等をする事業。

指定希少野生動植物保護巡視員
岡山県希少野生動植物保護条例の規定に基
づき、知事から委嘱され、同条例により指定され
た希少野生動植物の保護のため、必要な生息・
生息地の巡視等の保護活動を行うボランティ
ア。

市民共同発電
太陽光発電の設置などに同じ思いを持つ人々
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が共同で資金を出して、その設備を設置するこ
と。設置などにかかる経費を住民が共同で出資
することを基本とした出資賛同の資金調達方法
などが活用される。

臭気指数
人の嗅覚を用いて、においの程度を判定する
指標。具体的には、においのある空気を、無臭
の空気でにおいが感じられなくなるまで希釈し
た場合の希釈倍数（臭気濃度）をもとにした数
値。平成7(1995)年の悪臭防止法の改正により、
規制手法として制度化された。

循環資源総合情報支援センター
岡山県循環型社会形成推進条例に基づき、広
域的な廃棄物（循環資源）の有効利用と適正な
処分の確保を図るために必要な業務を行う者と
して知事が指定した機関。公益財団法人岡山
県環境保全事業団を平成16(2004)年3月に指
定。

硝酸性窒素
硝酸性窒素は硝酸塩として含まれている窒素
のことで、水中では硝酸イオンとして存在してい
る。肥料、家畜のふん尿や生活排水に含まれる
アンモニウムが酸化されたもので、作物に吸収
されなかった窒素分は土壌から溶け出して富栄
養化の原因となる。

小水力発電
水力発電のうち、ダム等に設置された大規模な
水力発電ではなく、河川や水路に設置した水
車などを用いてタービンを回し発電する小規模
な水力発電のこと。通常、設備容量が1,000キロ
ワット以下のものをいう。

食品ロス
まだ食べられるにもかかわらず捨てられる食品
のことをいい、日本の食品廃棄物等が年間
2,797万トンあるうち、食品ロスは632万トンと推
計されている。（農林水産省及び環境省による
平成25(2013)年度推計値）。食品ロスは、「食べ
る」ことに関係する様々な場所で発生している
が、家庭においては食品ロス全体の約半数に
あたる年間約302万トンが発生しており、消費期
限・賞味期限切れ、食べ残し、食べられる部分
まで過剰に除去などにより廃棄されている。

新エネルギー
新エネルギー利用等の促進に関する特別措置
法においては、「非化石エネルギーを製造し、
若しくは発生させ、又は利用すること及び電気
を変換して得られる動力を利用することのうち、
経済性の面における制約から普及が十分でな
いものであって、その促進を図ることが非化石

エネルギーの導入を図るため特に必要なものと
して政令で定めるもの」を「新エネルギー利用
等」と定義しており、具体的には、太陽光、風
力、バイオマス、中小規模水力、地熱による発
電や太陽光、バイオマス等の熱利用、バイオマ
ス燃料製造などが含まれる。

スーパーエンバイロメントハイスクール
廃棄物のリサイクル技術の研究・開発など環境
教育を重点的に行うものとして指定を受けた高
等学校。カリキュラムの開発や大学・研究機関と
の連携についての研究を通じて、環境問題を
正しく理解する人材を育成するとともに、環境教
育に関する教材を開発する。

ステークホルダー
ステーク（Stake）は利害関係、ホルダー（Holder）
は持っている人。つまり、利害関係者の意味で
あるが、経済用語としては、単に金銭的な利害
関係だけでなく、企業活動を行う上で関わるす
べての人を指す。

スマート通勤おかやま
自動車から排出されるCO2の削減や交通渋滞
の緩和のため、県内で働く人に徒歩や自転車、
公共交通等を利用した通勤を呼びかける取組。
国、県、岡山市、倉敷市が連携して取り組んで
いる。

スマートコミュニティ
一定の地域の中で、新エネルギーやエネルギ
ーマネジメントシステム等の導入によって自立
分散型のエネルギーシステムを構築し、エネル
ギーの自給や効率的なエネルギー利用を図る
もの。

生活排水
調理、洗濯、入浴、し尿など日常生活に伴い排
出される排水。このうち、し尿を除く生活排水を
「生活雑排水」という。

生態系
ある空間に生きている生物（有機物）とそれを取
り巻く無機的環境が相互に関係し合って生命の
循環をつくりだしているシステム。ある空間とは
地球全体であったり、森林、湖、川などの限られ
た空間であったりする。

生物多様性
すべての生物の様々な個性と繋がりのこと。生
態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性
の３つのレベルでの多様性がある。

生物多様性国家戦略
生物多様性条約第6条に規定されている生物
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多様性の保全と持続可能な利用のための国家
的な戦略あるいは計画のことで、締約国はその
状況と能力に応じて作成（既存の計画等の調整
・変更を含む）することとされている。

生物多様性に関する条約
生物多様性の保全、その構成要素の持続可能
な利用、遺伝資源の利用から生ずる利益の公
正な配分を目的とする国際条約（平成5(1993)
年始動）

セルロースナノファイバー
木材などの植物繊維の主成分であるセルロー
スをナノサイズ（１㎜の百万分の１）にまで細かく
解きほぐすことにより得られる木質バイオマス資
源であり、軽量・高強度、高比表面積、低熱膨
張性、高増粘性といった特徴を兼ね備えている
ことから、新たな機能を持つ素材として期待さ
れ、その製造方法や用途の開発が国内外で盛
んに行われている。

ゼロエミッション
産業から排出されるすべての廃棄物や副産物
が他の産業の資源として活用され、全体として
廃棄物を生み出さない生産を目指そうと、平成6
（1994）年に国連大学が提案した構想。我が国
では、廃棄物を出さない地域社会づくりを目指
し、このコンセプトを積極的に取り入れる動きが
強まり、日本発のオリジナルな運動として位置
づけられるようになった。「岡山エコ事業所」の
認定を行う際のゼロエミッション事業所は、廃棄
物の排出の抑制と循環資源の循環的な利用に
積極的に取り組んでいる事業所としている。

総合特区
地域の包括的・戦略的なチャレンジを規制の特
例措置や税制・財政・金融措置で総合的に支
援することを目的に、平成23(2011)年に制度創
設された特別区域のこと。

ソーシャルビジネス
環境問題や少子高齢化など様々な社会的課題
の解決に向けて、住民、NPO、企業などがビジ
ネスの手法を活用して取り組む事業。

［タ行］
ダイオキシン類
有機塩素化合物である「ポリ塩化ジベンゾ－パ
ラ－ジオキシン」、「ポリ塩化ジベンゾフラン」及
び「コプラナーポリ塩化ビフェニル(コプラナー
PCB)」の総称。ダイオキシン類は物を燃焼する
過程などで非意図的に生成する物質である。高
濃度に暴露された場合は、人に対する発がん
性があるとされている。平成12(2000)年１月にダ
イオキシン類の排出規制等を目的としたダイオ

キシン類対策特別措置法が制定された。

代替フロン
オゾン層破壊効果の高いフロン(CFCなど特定
フロン)の代わりとなる物質の総称。オゾン層破
壊性はない、もしくは少ないが、CO2の100倍か
ら1万倍の温室効果があることから、使用後は適
切に回収する必要がある。

多自然川づくり
河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の
暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河川
が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境
及び多様な河川景観を保全・創出するために、
河川管理を行うこと。

単独処理浄化槽
し尿だけを処理する浄化槽。汚泥除去効果が
低い上、生活雑排水（台所・洗濯・風呂からの
排水）を処理できない。水環境の保全を目的
に、平成12(2000)年に浄化槽法が改正され、新
設は原則として禁止され、既に設置されている
ものの使用者は、合併処理浄化槽への転換等
に努めることとされた。

地域個体群
地域性に着目して特定される個体群。移動能
力のそれほど大きくない生物は、同じ種でも地
域によって遺伝的特性や生態的特性が異なる
ことが多く、種を単位とする把握では十分でな
い場合がある。このような場合に、地域個体群と
いう概念が用いられる。

地域連携保全活動支援センター
生物多様性地域連携促進法にて、地方公共団
体が設置するよう努めることとされている、関係
者間における連携や協力のあっせん、必要な
情報の提供や助言を行う拠点。

地球温暖化防止活動推進員
「地球温暖化対策の推進に関する法律（第37
条）」に基づき、住民への普及啓発など地域に
おける地球温暖化防止活動の推進役として、都
道県知事等が委嘱するもの。 県内では80名
（平成28(2016)年4月1日現在）の方が推進員と
して活動している。

地球温暖化防止活動推進センター
地球温暖化の現状や対策の重要性に関する啓
発・広報など温暖化防止の活動促進を担う。
「地球温暖化対策の推進に関する法律（第38
条）」に基づき、都道県知事等が活動団体を指
定できる。本県では、公益財団法人岡山県環
境保全事業団を「岡山県地球温暖化防止活動
推進センター」として指定しており、同センター
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では、地球温暖化対策の普及啓発や広報活
動、岡山県地球温暖化防止活動推進員の活動
支援等を行っている。

窒素酸化物(NOx)
物が燃える際に、空気中の窒素や物の中に含
まれる窒素分が酸素と結合して発生する物質。
発電所や工場のボイラー、自動車エンジンなど
で燃料が燃える際に一酸化窒素(NO)が発生
し、これがさらに酸化されて二酸化窒素(NO2)と
なる。通常、一酸化窒素と二酸化窒素とを合わ
せて窒素酸化物(NOx)と呼ぶ。二酸化窒素は、
人の健康に影響を与えるだけでなく、太陽光中
の紫外線により光化学反応を起こし、光化学オ
キシダント(後述)を生成する。窒素酸化物による
大気汚染を防止するため、大気汚染防止法等
により対策が進められている。

中山間地域
次のいずれかに該当する山間地及びその周辺
の地域等地理的及び経済的条件に恵まれない
地域
・山村振興法に規定する山村
・特定農山村地域における農林業等の活性化
のための基盤整備の促進に関する法律に規定
する特定農山村地域
・過疎地域自立促進特別措置法に規定する過
疎地域

長距離自然歩道
多くの人が四季を通じて手軽に楽しくかつ安全
に国土の優れた風景地等を歩くことにより、沿
線の豊かな自然環境や自然景観、さらには歴
史や文化に触れ国土や風土を再確認し、あわ
せて自然保護に対する意識を高めることを目的
に環境省が計画し、各都道府県が整備したも
の。中国自然歩道は、中国５県を一周するもの
で総延長は約2,200km。

鳥獣保護管理員
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に
関する法律に基づき、狩猟取締り、鳥獣保護区
の管理、鳥獣の生息状況等に関する調査、普
及啓発等を行う県の非常勤職員。

鳥獣保護区
鳥獣の保護繁殖を図るため、鳥獣保護事業計
画に基づいて指定する区域。

鳥獣保護センター
傷病鳥獣の保護のため設置されており、傷病鳥
獣の治療看護をはじめ、野生鳥獣の取扱いの
正しい知識の普及啓発も行っている。池田動物
園、県自然保護センター、鶴山公園動物園の３
か所に設置されている。

低公害車
従来のガソリン車やディーゼル車に比べて、排
出ガス中の汚染物質の量が大幅に少ない自動
車のこと。電気自動車、天然ガス自動車、ハイ
ブリッド自動車、燃料電池自動車などをいう。地
球温暖化対策や大気汚染対策の一つとして期
待されている。

特定悪臭物質
悪臭防止法に基づいて指定される「不快な臭い
の原因となり生活環境を損なうおそれのある物
質」で22物質が指定されている。代表的な物質
は、アンモニア、硫化水素、トルエンなど。都道
府県知事等が指定した地域ではこれらの物質
について敷地境界における濃度が規制される。

特定外来生物
海外起源の外来種で、生態系、人の生命・身
体、農林水産業への被害を及ぼすもの等の中
から外来生物法で指定される生物。
外来生物法：特定外来生物による生態系等に
係る被害の防止に関する法律

特定フロン
オゾン層保護のため国際条約により規制の対
象となっているフロンのこと。先進国においては
平成7（1995)年限りで全廃された。

トリクロロエチレン
有機塩素化合物の一種で、ドライクリーニング
のシミ抜き、金属・機械等の脱脂洗浄剤等に使
われるなど洗浄剤・溶剤として優れている反面、
環境中に排出されても安定で、地下水汚染の
原因物質となっている。大気汚染に係る環境基
準は1年平均値で0.2mg/㎥以下、水質汚濁に
係るに係る環境基準は0.01mg/L以下、土壌汚
染に係る環境基準は0.03mg/L以下と定められ
ている。

［ナ行］
内分泌かく乱化学物質
内分泌系に影響を及ぼすことにより、生体に障
害や有害な影響を引き起こす外因性の化学物質。

二酸化炭素（CO2）
炭素を含んだ物質が燃えること等によって発生
する気体。近年、石油、石炭などの化石燃料の
消費が増加したことから、CO2排出量も増加して
いる。CO2は、地球温暖化の原因とされる温室
効果ガスの主体であり、各国が協調して排出の
抑制に努めることが求められている。

ニューツーリズム
観光地を巡る従来の旅行とは異なり旅行先での
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人や自然との触れ合い等が重要視された新し
いタイプの旅行。具体的には、自然観光資源の
保護に配慮しつつ自然とふれあうエコツリーリズ
ムや農産漁村地域における滞在型の余暇活動
であるグリーン・ツーリズムなどがある。

人形峠環境技術センター
正式名称は、国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構人形峠環境技術センター。昭和32
（1957）年に原子燃料公社人形峠出張所として
開設し、平成13(2001)年までウランの採掘、製
錬・転換及び濃縮の技術開発を行ってきたが、
現在は、使用してきた核燃料施設・設備の廃止
措置の技術開発に取り組んでいる。

ノーマイカーデー
一人ひとりがマイカーの使用を自粛し、徒歩、
自転車、公共交通機関等の利用に転換する
日。環境負荷の高いマイカーの使用を控えるこ
とは、大気汚染や地球温暖化の防止に加え、
省資源・省エネルギー対策につながる。県で
は、地球環境を守るための行政の率先行動の
一つとして、ノーマイカーデー運動を実施して
いる。

野焼き
焼却設備を用いずに廃棄物を野外で焼却する
こと。廃棄物処理法により原則禁止されている。

［ハ行］
パーク・アンド・ライド
都市部などの交通渋滞の緩和のため、鉄道駅
やバス停に近接した駐車場にマイカーを駐車
し、鉄道やバスに乗り換えて目的地に行く方
法。交通渋滞の緩和以外にも、自動車排ガスに
よる大気汚染の軽減やCO2排出量の削減といっ
た効果が期待できる。

ばい煙発生施設
一定規模以上のボイラー、加熱炉、廃棄物焼
却炉など32種類の施設がばい煙発生施設とし
て大気汚染防止法で規定されている。施設の
設置に際しては都道府県知事への届出が義務
づけられており、硫黄酸化物、ばいじんなどの
排出基準が設定されている。

バイオガス
家畜の排せつ物や有機性廃棄物(生ごみ等)な
どの発酵により発生するメタンを主な成分とする
可燃性ガス。近年では廃棄物処理の観点だけ
でなく、化石燃料に替わるエネルギー源として
の活用が地球温暖化防止対策に有効であると
して注目されている。

バイオマス
本来は、生物(bio)の量(mass)であり、質量ある
いはエネルギー量として生物量を数値化したも
のの意味であるが、現在ではその概念が拡張さ
れて、動植物由来の資源としての意味で用いら
れることが多い。後者の意味でのバイオマスは、
直接燃焼するほか、発酵により生産したアルコ
ールやメタン、ナタネやユーカリなどから抽出し
た油成分の燃料としての利用、生分解プラスチ
ック原料や堆肥としての利用などが行われている。

晴れの国おかやま景観計画
岡山県のあるべき「景観像」を明確にし、優れた
景観を次の世代に引き継ぐための景観形成の
指針。

ヒートアイランド現象
都市部の気温がその周辺に比べて異常な高温
を示す現象。ビルのコンクリートや道路のアスフ
ァルトが太陽熱により暖められること、ビルなど
の空調設備から排出される暖気、自動車のエン
ジンなどから排出される廃熱などが原因と考え
られている。

ヒ素
金属光沢のある灰色の個体で、半導体の原料
のほか、防腐剤、防蟻剤等に使われている。高
濃度のヒ素を含む粉じんを継続的に吸入するこ
とで肺がんのリスクが高まることから、有害大気
汚染物質に指定されている。ヒ素を含む粉じん
の主な発生源として、非鉄金属製錬所、石炭火
力発電所がある。

光害（ひかりがい）
良好な「光環境」の形成が、人工光の不適切あ
るいは配慮に欠けた使用や運用、漏れ光によっ
て阻害されている状況、またはそれによる悪影
響をさす。過度な照明は、自動車等の運転や
天体観測などの社会活動、水稲等の農作物や
ウミガメ・鳥類等の野生生物の成育に影響を及
ぼす恐れがあるほか、エネルギーの無駄遣いに
もなる。

微小粒子状物質（PM2.5）
大気中に浮遊する粒子状物質のうち粒径2.5㎛
以下のものをいう。粒径が小さく呼吸器の奥深く
まで入り込みやすいことなどから、人の健康に
影響を及ぼすため、環境基準が設定されてい
る。

フードマイレージ
食料品の輸送距離。重量×距離で表す。生産
地と消費地が近ければフードマイレージは小さ
くなる。基本的には、食料品は地産地消が望ま
しいという考えに基づく。
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浮遊粒子状物質
代表的な大気汚染物質のひとつ。環境基準で
は、粒径10μm以下のものと定義している。呼
吸器系の各部位へ沈着し、人の健康に影響を
及ぼすため、環境基準は、1時間値の1日平均
値が0.10mg/㎥以下、1時間値が0.20mg/㎥以
下、と定められている。

ふるさとの川リフレッシュ事業
土砂の堆積や樹木により、川の流れが阻害され
ている個所について、協働の仕組みを導入しな
がら集中的に土砂の撤去・樹木伐採を行い、洪
水被害のリスクを軽減させる事業。

ベンゼン
農薬・塗料などの有機溶剤として使用されるほ
か、自動車排ガスや固定発生源(コークス炉、石
油プラント等)から排出される。貧血・血小板減
少などの造血機能障害等の毒性が指摘されて
おり、大気汚染に係る環境基準は年平均値が
0.003mg/㎥以下、水質汚濁及び土壌汚染に係
る環境基準は0.01mg/L以下と定められている。

保安林
森林の持つ水源涵養や山地災害の防止等、公

かん

益的機能のうち特に重要な森林について伐採
や開発に制限を加える森林のこと。特に水源か
ん養保安林は、水源地森林を指定し、その流
域に降った雨を蓄え、ゆっくりと川に流すこと
で、安定した川の流れを保ち、洪水や渇水を防
止する働きがある。岡山県では水源かん養保安
林の面積が最も多く、全体の約70％を占めてい
る。

［マ行］
マイクロプラスチック
ペットボトルやレジ袋などのプラスチックごみが、
紫外線や波の力で5mm以下まで細かくなったも
ので、有害物質が付着しやすいことや魚などに
誤食されやすいことから、新たな環境への懸念
材料となっている。人体への影響など不明な部
分も多く、様々な研究が進められている。

マニフェスト
産業廃棄物管理票のこと。排出事業者が産業
廃棄物の処理を委託するときに、マニフェストに
産業廃棄物の種類、数量、運搬業者名、処分
業者名などを記入し、業者から業者へ、産業廃
棄物とともにマニフェストを渡しながら、委託内
容どおりに廃棄物が処理されたことを確認す
る。これによって、不適正な処理による環境汚
染や不法投棄を未然に防ぐことができる。平成
10(1998)年度からは電子マニフェスト制度が導
入され、インターネット上での手続が可能になっ

た。

みどりの少年隊
次代を担う少年たちに緑の大切さを認識しても
らい、地域の緑化の推進に貢献することを目的
に結成された団体で、学校単位又は地域単位
で構成されている。原則として４年生以上の小
学生と中学生が隊員として活動している。

木質バイオマス
再生可能な生物由来の有機性資源（化石燃料
は除く）のうち木材からなるもの。主に、樹木の
伐採や造材のときに発生した枝・葉などの林地
残材、製材工場などから発生する樹皮やのこ屑
などのほか、住宅の解体材や街路樹の剪定枝
などがある。

木質ペレット
木質ペレットとは、おがくずや木くずなどの製材
廃材などに圧力を加えて固めた固形燃料を指
します。専用の「ペレットボイラー・ペレットストー
ブ」の燃料として使い、バイオマスエネルギー源
のひとつとして注目されています。木材を原料と
するため、二酸化炭素の排出と吸収がプラスマ
イナスゼロと見なすことができ、地球温暖化防止
に有効とされている。

モニタリングポスト
原子力施設周辺の環境モニタリングを実施する
ために設置された施設で、空間放射線量率の
みを測定する施設をモニタリングポスト、放射性
物質の濃度や気象データを測定する施設はモ
ニタリングステーションと区分されている。

藻場・干潟
藻場・干潟は、魚介類の成育や海の浄化に極
めて重要な役割を果たしている。かつては県内
に広大に分布していた藻場・干潟は沿岸開発
や水質汚濁により減少した。

［ヤ行］
有害大気汚染物質
大気汚染の原因となる物質のうち継続的に摂
取されると人の健康を損なうおそれがある物質
で大気汚染の原因となるものであり、このうち健
康リスクがある程度高いと考えられる23物質が
「優先取組物質」として選定されている。現在、
ベンゼン、ジクロロメタン、トリクロロエチレン及び
テトラクロロエチレンの4物質について環境基準
が設定されているほか、ヒ素及びその化合物な
ど9物質について、指針値が設定されている。

有害物質使用特定施設
水質汚濁防止法に規定する特定施設であっ
て、有害物質を使用、製造又は処理する施設

○
用
語
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のこと。

有害物質貯蔵指定施設
有害物質を含む液状のものを貯蔵する施設で
あって、水質汚濁防止法の規制対象となってい
る施設のこと。

［ラ行］
リサイクル関連法
一般に、容器包装に係る分別収集及び再商品
化の促進等に関する法律(容器包装リサイクル
法、平成12(2000)年4月から完全施行)、特定家
庭用機器再商品化法(家電リサイクル法、平成
13(2001)年4月から完全施行)、使用済小型電
子機器等の再資源化の促進に関する法律（平
成25(2013)年4月から施行）、建設工事に係る資
材の再資源化等に関する法律(建設リサイクル
法、平成14(2002)年5月から完全施行)、食品循
環資源の再生利用等の促進に関する法律(食
品リサイクル法、平成13(2001)年5月から完全施
行)、使用済自動車の再資源化等に関する法律
(自動車リサイクル法、平成17(2005)年1月から
完全施行)の６つの法律をいう。

レッドデータブック
絶滅の恐れのある野生動植物種に関するデー
タ集。昭和41(1966)年に国際自然保護連合が
世界的な規模で絶滅の恐れのある野生動物を
リストアップしたのが最初である。日本では、平
成元年に環境庁が日本版レッド・データ・ブック
を発表している。本県では県内の野生生物の
現状について、平成10(1998)年度から平成
14(2002)年度までの5か年計画で調査検討し、
平成14（2002）年度末に岡山県版のレッド・デー
タ・ブックを発刊した。さらに、平成21(2009)年度
末、改訂版となる岡山県版レッドデータブック
2009を発刊している。
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